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8月 26国 民主党部門会議開政部執子禁 照会先 :(代)03‐ 5253‐ 1111

厚生労働省政策統括官付            `
社会保障担当参事官室 室長補佐 伊藤 洋平 (7706)
労働政策担当参事官室 室長補佐 飯田 剛 (7788)

平成 23年度厚生労働省税制改正要望の主な事項

<目的①>いきいきと働<
障害者を多数雇用する事業所に対する税制上の特例措置の延長 断成長戦昭
障害者を多数雇用する場合の機械等の割増償去「制度並びに不動産取得税及び固定資産税
の特例措置の適用期限を延長する。

教育訓練費に関する税額控除制度の適用期限の延長
中小企業を対象とする、教育引1練費の一定害1合 (8～ 12%)を税額控除 (注 1)するこ
とができる特例措置の適用期限を延長する。                    .

<目的②>地上或で暮らし続ける
新たな次世代育成支援のための包括的・―元的な制度の構築のための税制上の所

要の措置 1新成長戦口
すべての子どもへの良質な成育環境を保障し、出産。子育て。就労の希望がかなう社会を
実現するための包括的・一元的な制度の構築に伴い、税制上の所要の措置を講じる。

サービス付き高齢者住宅 (仮称)供給促進税制 断成長戦昭
新たに制度化の検討がされているサービス付き高齢者住宅 (仮称)について、現行の高齢
者向け優良賃貸住宅 (注 2)に関する建設促進税制と同様の措置等を講じる。

譲渡所得に関する特別控除の特例の障害者通所サービス等への範囲の拡充
障害者自立支援法に基づくサービス事業用地として土地の譲渡を行う際に、第2種社会福
祉事業 (注 3)である保育所や老人デイサービスセンターについては、簡易な証明により譲
渡所得に関する特別控除の適用が受けられるが、同じく第2種社会福祉事業でありながら、
適用外となっている通所サービスやグループホーム等についても同様の措置を講じる。

医業継続に関する相続税・贈与税の納税猶予等の特例措置の創設 1新成長戦昭
地域住民に良質かつ適切な医療を安定的に提供する観点から、持分のある医療法人の出資
者の死亡により相続が発生するなどしても医業の継続に支障をきたさないよう、期限 (最長
3年間)内に持分のない医療法人への移行に関する定款変更等を行った場合に、相続税・贈
与税の納税猶予等を行う特例措置を講じる。

医療、介護、福社 雇用、年金等の各制度が相まつて国民一人一人が安lらして暮らせる社会を目指
し、平成23年度予算概算要求と併せて平成23年度税制改正要望を「少子高齢社会を克服する日本
モデル」の構築に向けた第一歩とイ立置付ける。
すなわち、これまでの「消費型・保護型社会保障」を転換し、広く国民全体の可能性を引き出す参
加型社会保障 (ポジティブロウェルフェア)の構築を目指し、下記の4つの目的が達成できるよう、
必要な施策を推進する。
口いきいきと働く (労働に参加する)
・地域で暮らし続ける (地域に参加する)
口格差・貧困を少なくする (機会の平等を実現し、社会に参加する)
B質の高いサービスを利用する (健康な暮らしに参加する)

新成長戦略 と付した項目は新成長戦略 (平成 22年 6月 18日閣議決定)に関連する要望事項である。



<目的③>格差・貧困を少なくする
平成23年度以降の「子ども手当」に関する税制上の所要の措置 1新成長戦昭
平成 23年度以降の「子ども手当」について、予算編蠅 程での検討を踏まえ、税制上の

所要の措置を講じる。

事業主が存在 しない等の理由によつて企業年金等に移行できない適格退職年金

に関する税制優遇措置の継続

平成 23年度末で廃止期限を迎える適格退職年金 (注 4)の うち、事業主が存在しない等
の理由によって企業年金等に移行できないものについては、廃止期限後も給付時等の課税に
ついて優遇措置を継続する。

<目的④>質の高いサービスを利用する
高額な医療用機器に関する特別償却制度の適用期限の延長 開町成長戦昭
病院又は診療所等を営む個人又は法人が、取得価格 500万円以上の医療用機器を取得 した

場合の特別償去「制度 (注 5)の適用期限を延長する。

試験研究費の総額に関する税額控除制度の拡充

医薬品。医療機器関連企業等の試験研究を活性化するため、試験研究費総額の一定割合を

税額控除する特lFll措置の拡充を行う。

国民の健康の観点からたばこの消費を抑制することを目的とした、たばこ税の

税率の引上げ

社会保障に関する経費の安定財源を確保するための税制上の所要の措置

高齢化等に対応し、基礎年金国庫負担割合2分の、1の確保など、社会保障に関する経費の

安定財源を確保するための税制上の所要の措置を講じる。

●
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:(参考)用語解説                                     :

:(注 1)税劉都籍 … … … 。課税対象のぶ為に税率を乗じて算出した税額から、一定の金額を :
:                控除する。                         :
三 (注 2)高齢者向け優良賃貸住宅 。「高齢者の居住の安定確保に関する法律」に基づく、高齢者が安 :
:                全に安心して居住できるように、バリアフリー化等されている賃 :
:           難 宅                  :
三 (注 3)第 2種社会福祉事業・・。「社会福祉法」に基づく社会福祉を目的とする事業。第 1種社会 三
:                福祉事業は主に入所サービスであり、第 2種社会福祉事業は主に :
:                通所サービスや訪問サービスである。             :
:(注 4)適格退職年金・ … … ・企業が社外に積み立てる年金資産について税制上の特例措置を講 :
:                 じる制度。平成 23年度末の廃止までに受給権保護の仕組みが優 :

三                 れている企業年金等への移行等が必乳             三
:(注 5)減価償却・・・・ ― ・・法人税等の計算において、固定資産の購入時点で一括して費用計 :
:                 上するのではなく、耐用年数に応じて一部ずつ費用として計上す :

:                      る仁Ы咀れ                                   :
:     (例 :100万円 (耐用年数 5年)の固定資産の場合、5年間20万円ずつ費用に参入) :
:   (特 別償却)。 … … ・。 2年目以降の減価償却費について購入価額の一定害1合を先取でき :
:                    る付J屁夕                               :
:     (例 :100万円 (耐用年数 5年)の固定資産の場合、 1年目30万円 (10%(10万  :
三        円)の特別償去|)2～ 4年目20万円、5年目10万円を費用に参力       三
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平成 23年度

予算概算要求の主要事項

ひと、くらし、みらいのために

厚生労働省

【計数については、整理上、変動があり得る。】



I:「平成23年度予算概算要求総括表」
日要求 口要望額 (一般会計 口特別会計)、 予算の概算要求組替え基準の概略

図 (政府全体、厚生労働省単独)

Ⅱ :「平成23年度予算概算要求のポイント」
“予算概算要求の中でポイントとなる施策について、①「少子高齢社会を克

服する日本モデル」に沿つて体系的に、②「元気な日本復活特別枠」で要

望する施策について、取りまとめたもの。

Ⅲ :「主要事項」
子育て支援、年金、雇用、医療等の施策分野ごとに、関連する主要な予

算項目を取りまとめたもの。

(注)本資料で記載されている予算額については、「元気な日本復活特別枠」で
要望している予算も含んだ形で計上されている。



一 日 次 一

I 予算概算要求総括表  ・・ 口・・ ロロロロ・・ 口・・ 口・ ‐ 1

01-般会計
○ 特別会計

○ 平成 23年度予算の概算要求組替え基準
○ 平成 23年度厚生労働省概算要求のフレーム

Ⅱ 予 算 概 算 要 求 の ポ イ ン ト ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 口・ ・ ・ ・ 口 6

0平 成 23年度予算概算要求の施策体系
～「少子高齢社会を克服する日本モデル」の構築に向けた第一歩～

○ 「元気な日本復活特別枠」の要望
。「特別枠」の要望一覧
。「特別枠」の政策体系 (「少子高齢社会を克服する日本モデル」)
。「特別枠」の施策体系 (「新成長戦略」)

I   
Ⅲ 主要事項   ・・・・・ ロロ・・・ ロロ・ 口・ 口・・・ 口・・・・ 29

1     第1 安心して子どもを産み育てることのできる環境の整備 ロロロロ・ ロロロ・・ “30
1子ども手当の充実

1      2待 機児童の解消に向けた保育サービスと放課後児童対策等の充実
3出産に関わる経済的負担の軽減
4母子保健医療対策の充実
5ひとり親家庭の総合的な自立支援の推進
6児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実
7育児休業、短時間勤務等を利用しやすい職場環境の整備 `

第 2信 頼できる年金制度に向けて  口・・ 口・・ ロロロ白・・・ 口・ 口・・ 34
1年金記録問題への取組
2 日本年金機構の円滑な運営の確保等
3安心・糸内得できる年金制度の構築

｀ ―目次 1‐



第3厳 しい経済環境下における雇用口生活安定の確保  口・・・ 口・・・・ ロロ36
1ハローワークを拠点とした積極的就労。生活支援対策 (ポジティブ・ウェルフェアの推進 )
2非正規労働者の多様な形態による正社員化の推進対策
3人材ニーズに対応した職業能力開発の充実強化
4若年者の就職促進、自立支援対策
5女性の就業希望等の実現
6いくつになつても働くことができるようにする対策
7障害者に対する就労支援の推進
8地域雇用創造と雇用支援

第4質 の高い医療サービスの安定的な提供  ・・ 口“曖“・・・・・・・・・ 45
1国民皆保険制度の堅持
2質の高い医療サービスの確保
3革新的な医薬品。医療機器の開発促進

第 5健 康で安全な生活の確保 口・ ロロロ J・ 口・・・ コロ・・ 口 "ロ ロ49
1がん対策の総合的かつ計画的な推進
2肝炎対策の推進
3新型インフルエンザ等感染症対策と予防接種制度の見直し
4難病などの各種疾病対策、移植対策及び生活習慣病対策の推進
5健康危機管理対策の推進
6医薬品。医療機器の安全対策の推進等
7食の安全。安心の確保

第 6 良質な介 護 サ下ビスの確保  口・・ “・・ ・ ロロ・ ロロ・ ロ ロロロ56
1地域包括ケアの推進
2安心で質の高いサービスの確保

第 7 障害者 支 援 の総 合的な推進  ・・ ・ ・・ ・ 口・・ ・・・ ・・・・ 59
1障害福祉サービスの確保、地域生活支援などの障害者支援の推進
2地域移行。地域定着支援などの精神障害者施策の推進
3発達障害者等支援施策の推進
4障害者に対する就労支援の推進 (再掲 )

第8安 心して働くことのできる環境整備  口・ ロロロ・・・・ ロロ・ 口・ ロロ63
1最低賃金の引上げ
2ワーク・ライフ・バランス対策
3労働者の健康確保対策
4労働関係法令の履行確保等

‐
日次 2-



第9暮 らしの安心確保 ・・ 口“・ 口・ 0・ 口・・ 口・ ロロ・ :・ ロロロロ.67
1 自殺・うつ病対策の推進
2被保護者の自立支援に向けた生活保護制度の適正な実施
3地域福祉の推進
4就 労自立を支える「居住セーフティネット」の整備

第 10各 種施策の推進  ・ 口・・・・ ロロロ・ 口・・ ロロロロ・ ロロロロ・ 70
1「少子高齢社会の日本モデル」の検討 (新規 )
2国際社会への貢献
3経済連携協定の円滑な実施
4社会保障分野における情報連携基盤の整備
5科学技術の振興
6戦傷病者。戦没者遺族、中国残留邦人等の援護等
7原爆被爆者の援護
8ハンセン病対策の推進
9薬物乱用。依存症対策の推進
10水道事業の適切な運営と国際展開の推進
11生活衛生関係営業の指導及び振興の推進

・平成23年度厚生労働省予算概算要求の主要事項一覧表 ・ ロロ・・・・・ 口74
口平成23年度厚生労働省関係財政投融資資金要求の概要 ・・・・・・・・・ 76

‐
目次 3‐



I平成23年度
予算概算要求総括表



平成 23年度 厚生労働省予算概算要求総括表

一般会計
(単位 :億円)

(注 1)平成 22年度予算額は、当初予算額である。
(注 2)計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。

〇 年金 。医療等に係る経費については、前年度当初予算における年金 。医療等に係る経
費に相当する額に高齢化等に伴 う自然増を加算 した額の範囲内において要求することと

し、自然増部分についても、できる限り合理化・効率化に努めることとする。

○  「マニフェス ト施策財源見合検討事項」の取扱いについては、安定的な財源の確保 と
あわせて、予算編成過程において検討する。

○ 予算編成過程で検討
1 子 ども手当 1.3万円の上積み分
2 雇用保険国庫負担本則戻し
3 求職者支援制度  等

区   分

平 成 22年 度

予  算  額
(A)

平 成 23年 度

要 求・要 望 額

(B)

増△減額

(C)

((B)一 (A))

増△減率

(C)/(A)

一 般 会 計 275. 561 287.954 1 2. 393 4.5%

:年 金 ・医 療 等

:に 係 る 経 費 等
262, 652 275,012 2.359 4.7%

:総 予 算 組 替 え

:対 象 経 費
2, 909 1. 655 △ 1. 254 △ 9.7%

:元 気 な 日 本

1復 活 特 別 枠
1, 287 1, 287



特別会計

(単位 :億円)

(注 1)平成 22年度予算額は、当初予算額である。
(注 2)特別会計の金額は、それぞれの勘定の歳出額を合計 したものである。ただし、労働保険特別会計に
おいては、徴収勘定を除いたものである。

(注 3)計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計 と合致 しないものがある。

区 分

平 成

予

２２

算

局

年 度

額

平 成 23年 度

要  求  額

(B)

増△減額

(C)
((B)一 (A))

増△減率

(C)″/(A)

補 男ll
△
ム 計 842, 693 841, 037 △ 1.656 △ 0.2%

労働保険

特別会計
53,078 44. 899 △ 8.1‐ 79 △ 15. 4%

年金特別会計 789,615 796. 138 6.523 0.8%



年度予算の概算要 え

財務省作成資料

「要望」基礎枠 2.3

概算要求枠 22.1

22

基礎的財政収支対象経費
約71兆円

『「要望」基礎枠 2.3』 +『3A』

元気な日本復活特別枠
(1兆円を相当程度に超える)

自然増 1.3 +国会、裁判所、会計検査院 0_5

年金・医療等+恩給
27.2(※ )
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「中期財政フレーム」との
整合性に留意しつつ晏求

地方交付税
17.5(※ )

高校の実質無償化、農業の戸別所得補償、高速道路の無料{ヒ 11(※ ))

注 :※印の計数は22年度予算額。
予備費 0.35(※ 経済危機対応

・地域活性化予備費
1.0(※ )

その他の経費 24.9(※ )
(単位 :兆円)



平成 23年度 厚生労働省概算要求のフレーム

:    マ ニ フ ェス ト怖 贅 財 額 貝合 綸 計 菫 頂     :マニフェス ト施策財源見合検討事項

子ども手当 1.3万円の上積み分

雇用保険国庫負担本則戻し

求職者支援制度

自然増 +1‐ 兆2,400億 円

年金・医療等に係る経費等

22年度 26.3兆 円

※ 1 年金国庫負担は 1/2で要求。
ただし、財源は予算編成過程で検討」

「元気な日本復活特別枠」

要望基礎枠 1,287億円

※優先順位を付け要望

総予算組替え対象経費

22年度 1.3兆 円

○ 公共事業関係費
○ 人件費、義務的経費
○ 裁量的経費

※2 政府全体
「元気な日本復活特別枠」⇒ 1兆円を相当程度超える額
○ 要望基礎枠 (政府全体) 2.3兆 円
○ 政策コンテストを実施し、総理が配分を決定

※ 人件費の平年度
化等は加減算する

(+31億円)

90%

23年度要求枠
1兆 1,655億円

※他所管との額の調整

2億円を含む。



Ⅱ 平成23年度予算概算要求のポイント



平成23年度予算概算要求の施策体系
～「少子高齢社会を克服する日本モデル」の構築に向けた第一歩～

医療、介護、福祉、雇用、年金等の各制度が相まつて国民一人一人が安心して暮らせ

る社会を目指し、平成23年度予算概算要求を「少子高齢社会を克服する日本モデル』
の構築に向けた第―歩と位置付ける。

すなわち、これまでの「消費型・保護型社会保障Jを転換し、広く国民全体の可能性

を引き出す参加型社会保障 (ポジティブ・ウェルフェア)の構築を目指し、下記の4つ

の目的が達成できるよう、必要な施策を推進する。

・『いきいきと働く (労働に参カロする)』

・『地域で暮らし続ける (地域に参加する)』
e r格差・貧□を少なくする (機会の平等を実現し、社会に参加する)J
・ 『質の高いサービスを利用する (健康な暮らしに参加する)』

<目的①>
いきいきと働く

(労働に参加する)

<目的④>
質の高い言―ビスを利用する
(健康な暮らしに参加する)

<目的②>
地域で暮らし続ける

(地域に参加する)

<目的③>
格差・貧□を少なくする

(機会の平等を実現しs

社会に参加する)

参加型社会保障

(ポジティブ・ウェルフェア)

の実現

(※施策については、最も関連性の高い『目的」に分類して整理。)



<″酌0≫ιlきι〕きと夕ζ〔労働/_~参力
"%ノん仕事と家庭の両立や失業してもまた働くことができる仕組みを作るなど、働く意欲

があれば、どのような方でもいきいきと働くことができる環境の整備～

○求職者支援制度の創設と担当者制による就職促進 120億円(55億円)
・仕事を探している方で、雇用保険を受給できない方が、生活支援の給付を受給しなが

ら無料の職業副|1練が受けられる制度を恒久化する (求職者支援制度の創設)。

・ハローワークにおいて、担当者制による職業紹介を実施する。

※ 求職者支援制度の創設に係る経費については、予算編成過程において検討。

○雇用保険の機能強化
。安定した財源を確保した上で国庫負担金の本則 (1/4)

※ 国庫負担金の本則 (1/4)復帰に係る経費については、
※ 失業給付費として、2兆 2:536億円 (2兆 6,790億円)

〇新規学卒者、未就職卒業者の就職支援

①新卒者支援の強化等

2,458億円 (3,O02億円 )
復帰を図る。

予算編成過程において検討。

を計上。

132億円(52億円)
60億円(52億円)

。平成 23年度卒業予定者が早期に内定を得 られるよう、ハローワークに学卒ジョブサ

ポーター (仮称)を配置する。
。大学との連携を一層強化し、求人の確保等就職面接会の開催への協力や大学主催の企

業説明会等への出張による就職活動の相談等、大学と一体となつた取組を推進する。

・保護者等も含めた在学中早期からの働 く意義や職業生活についての講習、地元企業を

活用 した高校内企業説明会、関係者への積極的な情報発信等を実施するとともに、新

卒者の求人確保に向けて強力な取組を実施する。

②未就職卒業者の早期就職支援(新規) 73億円
。新規学卒時に正規雇用として就職できなかった者を採用した企業に対 し奨励金を支給

する「新卒者就職実現プロジェクト」を実施する。

(卒業後 3年以内の既卒者 :正規雇用から 6か月後に 100万 円、新卒者 :有期雇用期

間 (原貝J3か月)1人月 10万円及びその後の正規雇用から3か月後に 1人 50万円)
・採用拡大に向け、企業への好事例を発信するなどにより、未就職卒業者の早期就職を

推進する。



○フリーター等の正規雇用イヒの推進          256億 円 (24可 億円 )

・ハローワークに就職支援ナビゲーター (398名 )を配置し、担当者制による個別支援を

徹底する。

・フリーター等を、一定の有期雇用を経て正規雇用で採用する企業に対する奨励措置の

拡充 (有期雇用 :1人 4万円。最大 3か月、その後正規雇用へ移行した場合 :中小企業

100万円ミ大企業 50万円、対象者 :25歳～40歳→40歳未満)等を実施する。

○障害者に対する地域の就労支援の強化や障害特性口働き方に応じた支援策等

の充実・強化                   106億 円 (102億円 )
。障害者に対する就業面、生活面の双方からの支援を強化するため「障害者就業・生活支

援センター」を拡充 (282か所→322か所)する。
・ハローワークに精神障害者の雇用に関する総合的かつ継続的な支援を行う専門家を配置

し、精神障害者に対する専門的支援体制を充実させる。

仕事と家庭の両

○育児休業、短時間勤務等を利用しやすい職場環境の整備  98億 円 (98億円)    |
。短時間勤務者や育児休業取得者等に関する処遇等のベストプラクティスを普及させる。

・賃金等の処遇や代替要員の配置等の雇用管理改善に向けたアドバイスを行う両立支援ア

ドバイザー (仮称)(新規)を都道府県労働局に配置する。
・両立支援に取り組む事業主への助成金について、中小企業に重点を置いて支援する。
。「イクメンプロジェクト」の実施により男性の育児休業取得を促進する。
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～各地域に介護等が必要になっても安心して暮らせる医療口介護・子育て等の環境を

整備するなど、誰もが、住み慣れた地域・自宅で暮らし続けられる仕組みの構築～

○地域医療確保推進事業 (新規)

①地域医療支援センター (仮称)の整備 (新規)

②臨床研修の指導体制の充実 (新規)(後述・26ページ)
③チーム医療の総合的な推進 (新規)(後述・26ページ)

。必要医師数実態調査の結果を踏まえ、地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援、

医師不足病院への医師の派遣調整 。あつせん (無料職業紹介)等を行 うため、都道府

県が設置する「地域医療支援センター (仮称)」 の運営に係る経費について財政支援

を行 う (1都道府県当たり36百万円を上限)。

62億円
17億円

29億 円
16億 円

護ぼ高齢者福

024時間地域巡回型訪間サービスロ家族介護者支援 (レスパイケア)等の推進
128億円(8.1億円)

①家族介護者支援(レスパイトケア)の推進(新規)             100億 円
。デイサービス等で宿泊・長時間の預かりを行う「お泊まリデイサービス (複合型サ

ー ビス)」 の実施のため必要な整備を行 う。

②24時間地域巡回型訪間サービスの実施(一部新規) 28億円(8.1億円)
。在宅の高齢者に対しても施設と同様に 24時間 365日 必要な時に必要なサービスを提供

するため、24時間 365日 対応のコールセンターを設置し、高齢者からの緊急通報を受

けた際、ホームヘルパーがその通報内容に応 じ、随時サービス (転倒時の介助・急な失

禁対応等)を提供する。
。さらに、24時間をとおしてホームヘルパァによる短時間巡回サービス (おむつ交換、

体位交換等)の提供を行 う「24時間地域巡回型訪問サービス」事業を実施する (100

箇所 )。



○認知症高齢者グループホーム等の防災補強等を実施 (新規) 80億円
・既存の地域密着型施設 (認知症高齢者グループホーム等)に対する老朽化に伴う修繕及

び地震等防災対策上必要な補強改修等、既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修

に係る費用を支援する。

○徘徊口見守りSOSネットワークの構築 (新規)          9.8億 円
。徘徊高齢者の捜索 。通報・保護や見守りに関する市民が幅広く参加するネットワークづ

くりを進める。

・実効性のあるネットワーク構築のための模擬訓練の実施及び市民を対象とした徘徊見守

りに協力するためのボランティアの育成を行う。

○安定的な介護保険制度の運営     2兆 2,597億 円 (2兆 1,676億円 )
・介護保険制度の着実な実施のため、介護給付、地域支援事業等の実施に必要な経費を確

保する。

子育て

○待機児童解消策の推進など保育サービスの充実

4,088億円(3,881億円 )
・待機児童の解消を図るため、保育所等の受入児童数を拡大する。
・家庭的保育 (保育ママ)や延長保育、休日・夜間保育、病児・病後児保育などを充実す

る。

○放課後児童対策の充実              344億 円 (274億円 )
・放課後児童クラブの箇所数の増 (24,872箇所→25,591箇所)や開設時間の延長の促進

など、放課後児童対策を拡充する (「小 1の壁」の解消)。

○障害者の地域移行日地域生活支援のための緊急体制整備事業(新規 )

126億円
。障害があっても自ら選んだ地域で暮らしていけるよう、施設や病院からの地域移行を進

め、地域生活の支援を充実するため、①市町村による地域移行推進重点プラン (24時間

緊急対応や緊急一時的な宿泊等、障害者が地域で安心して暮らすための地域支援策を盛



り込んだプラン)の作成と支援体制の整備、②地域生活の核となるグループホーム等の

住まいの場の整備 (障害福祉計画の目標 :8.3万人分)、 ③在宅の精神障害者へのアウ
トリーチ (訪問支援)事業 (47都道府県で実施)を、緊急的かつ総合的に行うこととし、

これらの事業に係る経費を支援する。

○障害福祉サービスの確保、地域生活支援などの障害者支援の推進

1兆 1,904億円 (1兆 901億円)
。障害者等が地域で暮らすために必要なホームヘルプ、グループホァム、就労移行支援事

業等の障害福祉サービスを計画的に確保する。
。障害者の地域移行 。地域生活支援のため、市町村による地域移行推進重点プラン (24時

間緊急対応や緊急一時的な宿泊等、障害者が地域で安心して暮らすための地域支援策を

盛り込んだプラン)の作成と支援体制の整備、グループホーム等の住まいの場の整備を

行う。

○地域移行日地域定着支援などの精神障害者施策の推進

303億円 (282億 円 )
。精ネ申障害者の退院促進及び地域定着に向けた事業を実施する。

・未治療の者、治療を中断している重症の患者などに対し、アウトリーチ (訪間支援)に

より、医療 。保健・福祉サービスを包括的に提供する。

・うつ病の治療に有効性が認められている認知行動療法の普及を図るため、従事者の養成

を拡充する。

○発達障害者等支援施策の推進 フ.8億円(7.5億円)
。自開症や学習障害、注意欠陥多動性障害などの発達障害のある者及び家族に対するライ

イフステージを通じて一貫した支援体制の強化を図る。

。発達障害等に関し正しい知識を有する専門員が、保育所等の子どもやその親が集まる施

設 。場を巡回し、施設のスタッフや親に対し、障害の早期発見・早期対応のための助言

等の支援を行 う。

。高次脳機能障害について、各都道府県が整備する支援拠点機関において情報提供、相談

業務等を行 うとともに、ネットワークの強化により適切な診断、訓練等が行えるよう体

制の拡充を図る。
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～自分や自分の子どもたちが希望を持つてチャレンジできる格差の少ない社会を目

指し、本人の能力を高め、働く意欲と能力をいかす仕組みや、ナショナルミニマム

を確保する体制を整備～

○最低賃金引上げに向けた中小企業への支援 (新規) 62億円
。中小企業応援センターや地域の中小企業団体に、生産性の向上等の経営改善に取 り組む

中小企業の労働条件管理などの相談等にワンス トップで対応する相談窓口を設けるとと

もに、業種別中小企業団体が賃金底上げを図るための取組等を行 う場合に助成を行 う。

・最低賃金の引上げに先行 して、賃金を計画的に 800円以上に引き上げる場合の奨励金を

支給するとともに、当該計画に併せて省力化設備の導入等を行 う場合に助成を行 う。

※ 奨励金 :15万円～70万円、助成率 :1/2(平成 23年 4月 1日 現在の最低賃金額が
680円 以下の県を対象)

○自治体とハローワークの協定に基づく就労口生活支援 (「福祉から就労」支援事業)
38億円(32億円)

。生活保護等の福祉を担 う地方自治体と就労支援を担 うハローワークが協定 (支援の対象

者、支援手法、両者の役害」分担等)を締結して、地方自治体とハローワークの担当者に
より構成する支援チームが、対象 となる生活保護受給者、住宅手当受給者、障害者等そ

れぞれに対して支援プランを策定 し、個別求人開拓や担当者制による職業相談など、積

極的な就労支援を行 う。

祉一般・生活保

○貧困・困窮者の「絆」再生事業 (新規 ) 76億円
。やむなく路上生活を送っている方や地域において孤立し様々な生活課題を抱えている方

などにt住まいの確保や食事の提供、心や健康に関する相談を行 うなどの総合的な支援
を行 うNPO等の民間団体に対し、新たに活動助成を行 う。(全国で 250程度)これにより、
「新しい公共」の仕組みを活用し、支援の対象 となる方々の地域。社会へのつながり (絆 )



の再構築を図る。

○生活口居住セーフティネット支援事業 (新規 ) 60億円
。「貧困・困窮者の「絆」再生事業」に加え、やむなく路上生活を送っている方や地域にお

いて孤立し様々な生活課題を抱えている方などに対し、必要な生活費や債務整理費用等

を融資 (生活福祉資金)することにより、生活・居住セーフテイネットを強化する。

○住宅手当緊急特別措置事業の継続実施
。雇用と住居を失った者等の住居の確保を図り就労自立を支援するため、引き続き住宅手

当の給付等を実施する。

○就労支援員の確保

・福祉事務所等に配置する就労支援員を確保し、被保護者に対する就労支援を充実させる。

○被保護者の社会的な居場所づくりの支援

セーフティネット支援対策等事業費補助金(200億円)の内数

。「新しい公共」と言われる企業、NPO、 市民等と、行政とが協働し、社会から孤立する生

活保護者に対してt様々な社会経験の機会を提供する。
・貧困の連鎖を防止するため生活保護世帯の子どもに対する学習支援を実施する。

○生活保護に係る国庫負担 2兆4,703億円(2兆 2,006億円)
。生活保護制度に係る国庫負担に要する経費を確保する。

○紙台帳とコンピュ下夕記録との突合せの促進 876億円(427億円)
・被保険者名簿等の紙台帳等とコンピュータ上の年金記録との突合せを進める。

〇年金給付費国庫負担金      10兆 4,458億 円 (10兆 1,257億円 )
。平成 23年度における基礎年金国庫負担割合について2分の 1の維持を図る。

〇年金制度の検討                 1.5億 円(2.8億円 )
・新たな年金制度の創設に向けた検討のため、国民各層との対話、意見聴取等を行う。



○子ども手当の充実 1兆7,375億円(1兆4,722億 円)
。中学校修了前の子どもを対象に支給されている子ども手当について、財源を確保 しつつ、

既に支給している子ども手当 「1万 3千円Jか ら上積みする。上積み分については、地

域の実情に応 じて、現物サービスにも代えられるようにする。

※ 財源構成等及び制度の在 り方については、「平成 22年度予算における子ども手当等
の取扱いについて」(平成 21年 12月 23日 。国家戦略担当 。内閣府特命担当大臣
総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣)に基づき予算編成過程で検討 し、結論を得る。



<F的④>質の言ιlプーど女 úヽチる
磁鍍宏暮らι/_~参加するノ

～より二一ズに即した効果的で質の高い社会保障のサービスを提供する体制の整備～

○地域医療確保推進事業 (新規 )
‐①地域医療支援センター (仮称)の整備 (前述・10ページ)

②臨床研修の指導体制の充実

62億 円
17億円
29億円

。地域医療の中核を担う臨床研修病院において、医療の現場を担いつつ若手医師の教育

を行 う臨床研修指導医を確保するため、医師不足診療科の臨床研修指導医における休

日。夜間の指導手当に係る経費について財政支援を行 う (補助対象病院 959か所 )。

③チーム医療の総合的な推進 16億円

・患者への質の高い医療サービスの提供に資するよう、平成 22年度に策定するチーム医

療のガイ ドラインに基づく取組 (看護師、薬剤師等医療関係職種の活用の推進や、役

割の拡大によるチーム医療の推進)について、その安全性や効果 (患者の回復促進、

医師等の業務の効率化・負担軽減等)を実証するための委託事業を行 う (実施内容に

応じ 1か所当たり 770万円を上限)。

○子宮頸がん予防対策強化事業 (新規)            150億 円
。「子宮頸がん予防対策」を効果的、効率的に推進する方策を検討するため、市町村が実施

する子宮頸がん予防ワクチン事業等に要する費用の一部を新たに助成する。

(補助先 :市町村、補助率 :定額 (1/3相当))

○働く世代への大腸がん検診推進事業(新規 ) 55億円
・市町村が実施する大腸がん検査キットの直接送付による大腸がん検診推進事業に要する

費用の一部を新たに助成する。

(補助先 :市町村、補助率 :1/2)

○国民の安心を守る肝炎対策の推進 (新規)           39億 円
。国内最大級の感染症であるB型肝炎及びC型肝炎について、個別通知等による肝炎ウ



イルス検査の促進、発見後の適切な治療を促す各種支援事業を実施すること等により、

早期発見 。早期治療を促進 し、肝炎対策をよリー層強化する。

(主な事業)肝炎ウイルス検査クーポンモデル事業 (補助先 :市町村、補助率 :定額)

○後発医薬品の使用促進 4.7億円(4.2億円)
。後発医薬品の品質・安定供給の確保、情報提供の充実及び普及啓発等による環境整備に

関する事業等を実施する。

・保険者が差額通知サービス (被保険者に対する後発医薬品を利用 した場合の自己負担額

の軽減の周知)を導入しやすくするための環境作 りを促進する。

○フィブリノゲン製剤納入先医療機関訪間調査の実施 (新規) 20百万円
・フィブリノゲン製剤を納入 した厚生労働省所管の全ての医療機関及び全ての国立大学病

院に対し、厚生労働省職員による訪問調査を実施する (平成 23年度 :159か所 )。

○不妊に悩む方への特定治療支援事業(新規 ) 119億円
・不妊治療の うち経済的負担が重い対外受精等について、マニフェス トに則 して助成を拡

充する。従来 1年度あたり2回、通算 5年までのところを、1年度あたり3回 、通算 5

年、通算 10回 を超えないものとするとともに、所得制限を緩和する。

○各医療保険制度に係る医療費国庫負担  9兆 8,903イ意円 (9兆4,043億円 )
。各医療保険制度等に係る国庫負担に要する経費を確保し、その円滑な実施を図る。

○高齢者のための新たな医療制度の施行準備
。平成25年 4月 からの高齢者のための新たな医療制度の施行準備に係る経費については、

予算編成過程において検討する。



○健康保険組合等への支援措置 330億円(322億円)
・高齢者の医療費に係る拠出金負担が重い健康保険組合等の負担軽減を図るため、高齢者

医療運営円滑化等事業の充実を図る。

ライフロイノベーショ〕

○健康長寿社会実現のためのライフロイノベーションプロジェクト(新規)

①難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業(新規)

233億円
95億円

(※うち 26億円は日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業を重複計上)

。革新的な医療の実現に資するため、難病やがん、肝炎、精ネ申疾患など、社会的影響が

大きい疾病の原因解明や診断法・治療法・予防法の開発t再生医療技術の臨床実現化
のための研究等を推進する。

②日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業(新規)    30億 円
。がん患者が仕事とがん治療を両立できるような日常生活の質の向上のため、日本発の

がんヮクチン療法の実用化に向けた大規模臨床開発研究を強力に推進する。

③世界に先駆けた革新的新薬・医療機器創出のための臨床試験拠点の整備(新規)

51億円
。日本発の革新的な医薬品。医療機器を創出するため、世界に先駆けてヒトに初めて新

規薬物・機器を投与 。使用する臨床試験等の実施拠点となる医療機関の人材確保、診

断機器等の整備、運営に必要な経費について財政支援を行う (5か所整備予定)。

④先端医療技術等の開発口研究推進事業(国立高度専門医療研究センター)(新規)70億円
(※うち4億円は日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業を重複計上)

。独立行政法人国立高度専門医療研究センターの豊富な症例数、専門性などの特性を活

かし、日本発の革新的な医薬品、医療技術の開発に資するため、研究の基礎 となるバ

イオリソース (※ )を蓄積し、医薬品、医療機器等の開発を行 うとともに、研究成果
の迅速な実用化を図るための知的財産管理の体制整備を行 う。

※ バイオ リソースとは、研究開発のための材料として用いられる血液、組織、細胞、
DNAと いつた生体試料、さらにはそれらから生み出された情報等のこと。



⑤日本発シーズの実用化に向けた医薬品“医療機器薬事戦略相談推進事業(新規)

46億円
。日本発シーズ (医薬品 。医療機器の候補となる物質等)の実用化のため、産学官一体
となった取組を進め、大学・ベンチャー等における医薬品 。医療機器候補選定の最終

段階から治験に至るまでに必要な試験・治験計画策定等に関する薬事戦略相談を実施

する。

⑥医療情報データベース基盤整備事業(新規) 11億円
。医薬品等の安全対策を推進するため、全国の大学病院等 5か所において、電子カルテ

等のデータを活用した医療情報データベースを構築し、1,000万人規模のデータ収集を

イ予う。

⑦福祉用具・介護ロボット実用化支援事業(新規) 17億 円
・福祉用具や介護ロボット等の実用化を支援するため、試作段階にある当該機器等に対

する臨床的評価及び介護保険施設等におけるモニター調査の機会を提供する。

没者遺族等の援

○平和を祈念するための硫黄島特別対策事業 16億円
。戦後 65年が経過 し、国内最多数の御遺骨が眠る硫黄島において、政府一体となった御遺

骨の帰還や戦没者の慰霊を推進し、後世代に平和へのメッセージを伝えるため、徹底し

た米国資料の収集・分析を行い、遺族 。若者等ボランティアの積極的な活用による面的

調査 。収集を強化するとともに、遺族等の渡島機会の増加など慰霊事業を充実させる。



「元 気 な日 本 復 活 特 別 枠 」の要 望

「 特 別 枠 」 の 要 望 一 覧
(順不同 )

事 項

平成23年度
要望額 (億円)

|            二■||■■|■||
150

回民の安心を守る肝炎対策強化推進事業 39

621

フ 3

貧□・□窮者の『絆J再生事業 76

平和を祈念するための硫黄島特別対策事業 16

:藤事可町爾膏甲甲琴百可函膏印甲憂賽巨三■■|■|■■■■|
128

9.8



「特別枠」の施策体系 (「少子高齢社会を克服する日本モデル」)

参加型社会保障 (ポジティブロウェルフェア)は、経済成長の足を引つ張るものでは

なく、経済成長の基盤を作る未来への投資である。「元気な日本復活特別枠」において

は、参加型社会保障に基礎を置いた施策を進め、雇用の創出、就業率の向上、、経済成長

といった流れの好循環をもたらし、元気な日本を復活させる。

社会保障については、今後高齢者を中心に医療や介護分野において需要の確実な増大

が見込まれ、雇用の創出が期待されるとともに、国民相互が暮らしを支え合うセニフテ

ィネットとして、国民の「安心感」を醸成 し、消費活動の下支えを通 じて、不況期のス

タビライザー機能も果たしている。このため、社会保障制度は、個人消費を支え、需要

や雇用機会の創出と相まって、経済社会の発展を支える重要なものである。

このため、「特別枠」においても、参加型社会保障の構築を目指 し、下記の 4つの目

的が達成できるよう、必要な施策を推進 していく。

・ 『いきいきと働く (労働に参加する)』
0「地域で暮らし続ける (地域に参加する)』
0『格差 0貧□を少なくする (機会の平等を実現し、社会に参カロする)』
0「質の高いサービスを利用する (健康な暮らしに参加する)J

※参加型社会保障については、前述 7ページ参照。

<FttO>ι 〕れ 〕きと夕ζ ζ芳″/_~参加オるノ
～仕事と家庭の両立や失業してもまた働くことができる仕組みを作るなど、働く意欲

があれば、どのような方でもいきいきと働くことができる環境の整備～

○新 卒者就 職実現 プロジ エク ト                73億 円

新規学卒時に正規雇用として就職できなかった者を採用した企業に対し奨励金 (※ )

を支給する「新卒者就職実現プロジ土ク ト」を実施することにより、未就職卒業者の早

期就職を促進する。

・卒業後 3年以内の既卒者 :正規雇用から6か月後に 100万円
。新卒者 :有期雇用期間 (原員」3か月)1人月 10万円及びその後の正規雇用から 3
か月後に 1人 50万円

※ 8,850人について、卒業後 3年以内の既卒者や一定の有期雇用を経て正規雇用

される未就職卒業者の採用の普及・促進を図る。



<F酌②>地域曜認 ι″/チる 〔地域|こ参加するノ
～各地域に介護等が必要になっても安心して暮らせる医療・介護・子育て等の環境を

整備するなど、誰もが、住み慣れた地域口自宅で暮らし続けられる仕組みの構築～

○地域医療確保推進事業                   62億 円

地域医療を担う人材を確保するため、都道府県に「地域医療支援センター (仮称)」 を

設置し、地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援等を行うとともに、臨床研修指導

医の確保を通じて臨床研修指導体制の充実を図る。また、看護師、薬剤師等医療関係職種

の活用の推進や、役割の拡大により、チーム医療を推進し、各職種の業務の効率化・負担

軽減等を図るとともに、質の高い医療サービスを実現する。

① 地域医療支援センター (仮称)の整備 17億円
必要医師数実態調査の結果を踏まえ、地域医療に従事する医師のキャリア形成の支

援、医師不足病院への医師の派遣調整 。あっせん (無料職業紹介)等を行 うため、都道

府県が設置する「地域医療支援センター (仮称 )」 の運営に係る経費について財政支援

を行 う (1都道府県当たり36百万円を上限)。

②

③

臨床研修の指導体制の充実 (後述・ 26ページ)
チーム医療の総合的な推進 (後述・ 26ページ)

29億 円
16億円

○障害者の地域移行日地域生活支援のための緊急体制整備事業  126億 円
障害があっても自ら選んだ地域で暮らしていけるよう、施設や病院からの地域移行を

進め、地域生活の支援を充実するため、①市町村における地域移行推進重点プランの作

成と 24時間緊急対応等の体制整備、②地域生活の核となるグループホーム等の住まい

の場の整備 (障害福祉計画の目標 :8.3万人分)、 ③在宅の精ネ申障害者へのアウトリー
チ (訪問支援)(47都道府県で実施)を、緊急的かつ総合的に行う。

024時間地域巡回型訪間サービス・家族介護者支援 (レスパイトケア)等推進事業
128億円

高齢者が、住み慣れた地域で在宅生活を継続できる社会の構築のため、24時間 365日

必要な時に必要なサービスを提供するための基盤整備を進めるとともに、多様なニーズに

応える包括的なサービス提供体制を、身近な地域で構築する。



① 家族介護者支援(レスパイトケア)の推進                 100億 円

家族介護者の負担軽減を図るため、デイサービス等で宿泊・長時間の預かりを行 う

「お泊まリデイサービス」の実施のため必要な整備を行 う。 (8,000床 )

② 24時間地域巡回型訪間サービスの実施                28億 円
在宅の高齢者に対しても施設と同様に 24時間 365日 必要な時に必要なサービスを提

供するため、

。24時間 365日 対応のコールセンターを設置し、高齢者からの緊急通報を受けた際、

ホームヘルパーがその通報内容に応 じ、随時サービス (転倒時の介助
・・急な失禁対

応等)を提供、
。 さらに、24時間をとおしてホームヘルパーによる短時間巡回サー ビス (おむづ交

換、体位交換等)の提供、

を行 う「24時間地域巡回型訪問サービス」事業を実施する。 (100箇所 )

○認知症高齢者グループホーム等防災補強等支援事業      80億 円

既存の地域密着型施設 (認知症高齢者グループホーム等)に対する老朽化に伴う修繕

及び地震等防災対策上必要な補強改修等、既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改

修に係る費用を支援する。

○徘徊・見守りSOSネ ットワーク構築事業 9.8億 円
徘徊高齢者の捜索 。通報 。保護や見守 りに関する市民が幅広く参加す るネットワーク

づくりを進めるとともに、実効性のあるネットワーク構築のための模擬訓練の実施や市

民を対象とした徘徊 。見守 りに協力するためのボランティアの育成を行 う。



<FttO>格差′貧困 少́なζチる
l機会み 轄 材 実現 ι、を 斜 _~参加 するノ

～自分や自分の子どもたちが希望を持つてチャレンジできる格差の少ない社会を目

指し、本人の能力を高め、働く意欲と能力をいかす仕組みや、ナショナルミニマム

を確保する体制を整備～

雇用戦略対話における合意を踏まえ、最低賃金の引上げの円滑な実施を図る。

1団体を通じた中小企業への支援
中小企業応援センター (中小企業庁委託事業)及び地域の中小企業団体に、生産

性の向上等の経営改善に取り組む中小企業の労働条件管理などの相談等にワンス

トップで対応する相談窓口を設けるとともに、業種別中小企業団体が賃金底上げを

図るための取組等を行 う場合に助成を行 う。

2個別中小企業への支援
最低賃金の引上げに先行 して、賃金を計画的に 800円以上に引き上げる場合の

奨励金を支給 (15万円～70万 円)するとともに、当該計画に併せて省力化設備の

導入等を行 う場合に助成 (1/2)を行 う。 (平成 23年 4月 1日 現在の最低賃金額が

680円 以下の県を対象)

やむなく路上生活を送つている方や地域において孤立し様々な生活課題を抱えている

方などに、住まいの確保や食事の提供、心や健康に関する相談を行 うなどの総合的な支

援を行 うNPO等の民間団体に対し、新たに活動助成を行 う (全国で 250程度の団体 )。

これにより、「新しい公共Jの仕組みを活用し、支援の対象となる方々の地域・社会ヘ

のつながり (絆)の再構築を図る。

○生活・居住セーフティネット支援事業            60億 円

「貧困。困窮者の「絆」再生事業」にカロえ、やむなく路上生活を送っている方や地域

において孤立し様々な生活課題を抱えている方などに対し、必要な生活費や債務整理費

用等を融資 (生活福祉資金)することにより、生活・居住セーフテイネットを強化する。

上げに向けた中小
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～よりニーズに即した効果的で質の高い社会保障のサービスを提供する体制の整備～

○地域医療確保推進事業 62億円

① 地域医療支援センター (仮称)の整備 (新規)(前述・23ページ)   17億 円

② 臨床研修の指導体制の充実 (新規)_ _                29億 円

地域医療の中核を担う臨床研修病院において、医療の現場を担いつつ若手医師の教育

を行う臨床研修指導医を確保するため、医師不足診療科の臨床研修指導医における休

日・夜間の指導手当に係る経費について財政支援を行う (補助対象病院 959か所)。

③ チーム医療の総合的な推進 (新規)                  16億 円

患者への質の高い医療サービスの提供に資するよう、平成 22年度に策定するチーム

医療のガイドラインに基づく取組み (看護師、薬剤師等医療関係職種の活用の推進や、

役割の拡大によるチーム医療の推進)について、その安全性や効果 (患者の回復促進、

医師等の業務の効率化 。負担軽減等)を実証するための委託事業を行う (実施内容に応

じ1か所当たり770万 円を上限)。

○子宮頸がん予防対策強化事業               150億 円

平成 21年 12月 に子官頸がんの原因であるヒトパピローマウイルス (HPV)感染を予

防するワクチンが承認 。販売されたことから、ワクチン接種の対象年齢、教育のあり方

などの情報を収集、分析し、10歳代にはワクチンを接種、20歳からはがん検診を受け

るという一貫性のある「子宮頸がん予防対策」を効果的、効率的に推進する方策を検討

するため、市町村が実施する事業等に要する費用の一部を新たに助成する (補助先 :市

町村、補助率 :定額 (1/3相 当))。

○働く世代への大腸がん検診推進事業              55億 円

40歳から60歳までの5歳刻みの方に対して、市町村が大腸がん検査キットを直接送

付することにより、がん検診の重要性等を理解していただくとともに、自宅に居ながら

大腸がん検査を実施できる体制を構築するため、市町村が実施する大腸がん検診推進事

業に要する費用の一部を新たに助成する。 (補助先 :市町村、補助率 :1/2)



○国民の安心を守る肝炎対策強化推進事業           39億 円

国内最大級の感染症であるB型肝炎及びC型肝炎について、個別通知等による肝炎ウ

イルス検査の促進、発見後の適切な治療を促す各種支援事業を実施すること等によ`り 、

早期発見 。早期治療を促進し、肝炎対策をよリー層強化する。

(主な事業)肝炎ウイルス検査クーポンモデル事業 (補助先 :市町村、補助率 :定額)

不妊治療のうち経済的負担が重い体外受精等について、マニフェス トに則 して助成を

拡充する。従来 1年度あたり2回、通算 5年までのところを、1年度あたり3回、通算

5年、通算 10回 を超えないものとするとともに、所得制限を緩和する。

のためのライフロイノベーションプロジェ 233
新たな医療技術の研究開発・実用化促進、 ドラッグ・ラグ、デバイス・ラグの解消や
国民の安心・安全を確保するため、関係省庁と連携 し、ライフ・イノベーション (注 )

による健康長寿社会を実現する事業を一体的・戦略的に実施する。

※ 関係省庁 :文部科学省、経済産業省
(注)研究開発推進、サービスの基盤強化など、医療・介護・健康分野において革新・

課題解決を目指す取組

① 難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業            95億 円
(※うち26億円は日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業を重複計上)

革新的な医療の実現に資するため、難病やがん、肝炎、精神疾患など、社会的影響が

大きい疾病の原因解明や診断法・治療法・予防法の開発、再生医療技術の臨床実現化の

ための研究等を推進する。

② 日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業     30億 円
がん患者が仕事とがん治療を両立できるような日常生活の質の向上のため、日本発の

がんワクチン療法の実用化に向けた大規模臨床開発研究を強力に推進する。

③ 世界に先駆けた革新的新薬・医療機器創出のための臨床試験拠点の整備  51億 円
日本発の革新的な医薬品。医療機器を創出するため、世界に先駆けてヒトに初めて新

規薬物・機器を投与・使用する臨床試験等の実施拠点となる医療機関の人材確保、診断

機器等の整備、運営に必要な経費について財政支援を行う (5か所整備予定)。



④先端医療技術等の開発・研究推進事業 (国立高度専門医療研究センター) 70億 円
(※うち4億円は、日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業を重複計上)

独立行政法人国立高度専門医療研究センターの豊富な症例数、専門性などの特性を活

かし、日本発の革新的な医薬品、医療技術の開発に資するため、研究の基礎 となるバイ

オ リソース (注)を蓄積 し、医薬品、医療機器等の開発を行 うとともに、研究成果の迅

速な実用化を図るための知的財産管理の体制整備を行 う。

(注)バイオリソースとは、研究開発のための材料 として用いられる血液、組織、細胞、

DNAと いつた生体試料、さらにはそれらから生み出された情報等のこと。

⑤日本発シーズの実用化に向けた医薬品・医療機器薬事戦略相談推進事業  4.6億 円
日本発シーズ (医薬品。医療機器の候補となる物質等)の実用化のため、産学官一体

となった取組を進め、大学 。ベンチャー等における医薬品 。医療機器候補選定の最終段

階から治験に至るまでに必要な試験 。治験計画策定等に関する薬事戦略相談を実施する。

⑥医療情報データベース基盤整備事業                   11億 円

医薬品等の安全対策を推進するため、全国の大学病院等 5か所において、電子カルテ

等のデータを活用した医療情報データベースを構築し、1,000万人規模のデータ収集を

行う。

⑦福祉用具・介護ロボット実用化支援事業                1 7億 円

福祉用具や介護ロボット等の実用化を支援するため、試作段階にある当該機器等に対

する臨床的評価及び介護保険施設等におけるモニター調査等の機会を提供する。

戦後 65年が経過 し、国内最多数の御遺骨が眠る硫黄島において、政府一体となった

御遺骨の帰還や戦没者の慰霊を推進 し、後世代に平和へのメッセージを伝えるため、徹

底 した米国資料の収集・分析を行い、遺族 。若者等ボランティアの積極的な活用による

面的調査 。収集を強化するとともに、遺族等の渡島機会の増加など慰霊事業を充実させ

る。



「特別枠」の施策体系 (「新成長戦略J)

「強い経済」の実現に向けた「新成長戦略」を実行し、元気な日本を復活させる

―7つの戦略分野

ゴ.医療 ″介護 テーどン の基盤強化、高齢者 の安′とヽな暮 らιの実現
○地域医療確保推進事業

(臨床研修指導医確保事業 )

(チーム医療実証事業 )

024時間地域巡回型訪間サー ビス・家族介護者支援 (レスパイ トケア)
等推進事業
(家族介護者支援 (レスパイ トケア)の推進)         ・

(24時間地域巡回型訪間サービスの実施 )

2.医療 θ介護 と連携 ιた健康関連 テーどン産業 の ほ 毯 進 ど′屈〃D銀出
θ.新た な医療技術の研究開発・力 躍 毯 進
○健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジェク ト

(難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業 )

(日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業 )

(世界に先駆けた革新的新薬・医療機器創出のための臨床試験拠点整備

事業 )

(先端医療技術等の開発・研究推進事業 )

(日本発シーズの実用化に向けた医薬品 口医療機器薬事戦略相談推

進事業 ):

(福祉用具 口介護ロボッ ト実用化支援事業 )

イ。 だラング・ /~グ ガんん← /~グの解消
○健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジェク

(医療情報デTタ ベース基盤整備事業)_

5。 医療の国際イヒ推進

ゴ。若者 の就労促進

′。女″の就労促進

θ.高齢者 の就労促進
イ:障が クヽ者の就ガ燿進
σ.√セーノティ・ネッハノークノの整備

○貧困・困窮者の「絆」再生事業

○生活 口居住セーフティネッ ト支援事業

δ.侯嚇 キャノ/・ /ノノ戦略ンの推進
7.磁 夕渥粥房雄身 の能
θ。ノ∵ク・ /~イノ ,ノ /ヾ~ンヌの実現

θ.″一夕をガ多″ 一賃金だ″ た 均等・均衡待
遇 の推 進

ゴ θ.堤 貌 亀 ν ZI上 ゲ
○最低賃金引上げに向けた中小企業への支援事業
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1第
1 安心して子どもを産み育てることのできる環境の整備

次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを社会全体で支援するため、子育てに係る支援策

を充実させるなど、総合的な子ども,子育て支援を推進する。

1子ども手当の充実    1兆 7,375億円(1兆 4,722億円)

次代の社会を担 う子 どもの健やかな育ちを支援するため、中学校修了前の子 どもを

対象に支給 されている子 ども手当について、財源を確保 しつつ、既に支給 している子

ども手当 「1万 3千円」から上積みする。上積み分については、地域の実情に応 じて、

現物サー ビスにも代えられるようにする。

(注 1)概算要求額にういては、平成 22年度予算の負担ルール (子ども手当の一部として、児童手

当法に基づく児童手当を支給し、児童手当分については、児童手当法の規定に基づき、国、地

方、事業主が費用を負担)を当てはめて国庫負担額を要求。財源構成等については、子ども手

当等に関する四大臣合意 (平成 21年 12月 23日 。国家戦略担当・内閣府特命担当大臣、総務

大臣、財務大臣、厚生労働大臣)に基づき予算編成過程で検討し、結論を得る。

なお、児童養護施設に入所している子どもへの対応、海外に居住する子どもへの対応等につ

いても、予算編成過程で検討し、結論を得る。

(注 2)子 ども手当の上積み分の取扱いについては、現物サービス (子 ども。子育てビジョンに基づ

く保育所の整備を含む)への代替も含めて、予算編成過程で検討し、結論を得る。

2待機児童の解消に向けた保育サービスと放課後児童対策等の充実
4,826億 円(4,575億 円 )

(1)待機児童解消策の推進など保育サービスの充実

4,088億円(3,881億円)
待機児童の解消を図るため、保育所等の受入児童数の拡大を図る。また、保護者や

地域の実情に応じた多様な保育サービスを提供するため、家庭的保育 (保育ママ)や

延長保育、休日・夜間保育、病児・病後児保育などの充実を図る。

(2)放課後児童対策の充実 344億円(274億円)‐
総合的な放課後児童対策 (放課後子どもプラン)の着実な推進を図るとともに、保育

サービスの利用者が就学後に引き続きサービスを受けられるよう、放課後児童クラブの



箇所数の増 (24,872か所→25,591か所)や開設時間の延長の促進など、放課後児童対策

の拡充を図る (「 /1ヽ 1の壁」の解消)。

(3)すべての子育て家庭に対する地域における子育て支援対策

394億円 (419億円 )
子育て中の親子の交流の場の提供や子育てに関する相談、情報提供、助言その他の

援助を行う地域子育て支援拠点や、家庭において保育を受けることが一時的に困難と

なった乳幼児に対する一時預かり等について、身近な場所への設置を促進する。

3出産に関わる経済的負担の軽減

平成 22年度までの措置として支給額を 4万円引上げ、原貝142万円を支給している

出産育児一時金については、妊産婦の経済的負担の軽減を図る等の観′はから、関係者

により御議論いただき、その結果を踏まえ、予算編成過程において検討する。

4母 子保健医療対策の充実 372億円(317億円)

(1)不妊治療への支援等 123億円(81億円)

不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、医療保険が適用されず、高額の医療費が

かかる配偶者間の不妊治療に要する費用の一部を助成する (1回あた り 15万円を年 2

回、通算 5年までのところを、年 3回まで (通算 5年、通算 10回 を超えない)、 所得

制限の緩和)な どの支援を行 う。

また、妊婦健康診査支援基金については、期限延長等について検討する。

(2)小児の慢性疾患等への支援 162億円(147億円)

小児期における小児がんなどの特定の疾患の治療の確立と普及を図るとともに、患

者家庭の医療費の負担を軽減する。また、未熟児の養育医療費の給付等を実施する。

(3)周産期医療体制等の充実 (後述・48ページ参照) 85億円(87億円)



5ひ とり親家庭の総合的な自立支援の推進
1,891億円 (1,799億 円)

(1)ひとり親家庭の就業口生活支援等の推進 37億円(36億円)
母子家庭等の自立を推進するため、地域の実情に応じた就業支援・生活支援の事業

を推進する。また、ハロァワーク等と連携し、個々の家庭の状況・ニーズに応じた自

立支援プログラムを策定する事業については、父子家庭についても当該事業の対象に

するなどの充実を図る。

(2)マザ=ズハローワーク事業の拡充          22億 円(21億円)

事業拠点の増設 (163か所→168か所)等、マザーズハローワーク事業を拡充す る。

(3)自 立を促進するための経済的支援      1,822億 円 (1,729億円 )
ひとり親家庭の自立を支援するために児童扶養手当を支給する。また、母子家庭や

寡婦の自立を促進するため、技能取得等に必要な資金の貸付けを行う母子寡婦福祉貸

付金による経済的支援を行う。

6児 童虐待への対応など要保護児童対策等の充実

905億円(897億円 )

848億円 (841億 円)

乳児家庭全戸訪問事業 (こ

とともに、相談対応職員の専

②児童相談所における体tllの強化

困難事例への対応や市町村への支援を行う児童福祉司等のサポート職員を配置し、

児童相談所の体制強化を図る。

③児童家庭支援センターの拡充

子どもや保護者に対する相談 。支援体制を強化するため、児童家庭支援センター

の箇所数を増加させる (104か所→108か所)と ともに、当該センターにおける心理

療法担当職員による支援体制の強化を図る。

(1)虐待を受けた子ども等への支援

①地域における体制整備

市町村における児童虐待防止対策の推進を図るため、

んにちは赤ちゃん事業)等について引き続き支援を行う

門性の向上等を図る。



④要保護児童等に対する社会的養護の充実 845億円 (838億円 )

虐待を受けた児童など要保護児童等が入所する児童養護施設等や里親について受

け入れ児童数の拡大を図るとともに、施設におけるケア単位の小規模化等を推進す

る。

(2)配偶者からの暴力 (DV)防止             58億 円 (56億円 )
婦人相談所の指導的職員に対する研修体制を充実させるとともに、当該相談所にお

ける一時保護委託の充実を図る。

7育 児休業、短時間勤務等を利用しやすい職場環境の整備
(後述“43ページ参照 ) 98億円(98億円)



第2信頼できる年金制度に向けて

公的年金制度は国民の老後の安定した生活を支えるセーフティネットであり、年金記録問題

については、「国家プロジェクト」として、平成22年度に引き続き、解決に向けた集中的な取組

を進める。また、安心・納得できる年金制度の構築に向け、基礎年金国庫負担2分の1の維持

と、年金制度改革への取組を進める。

1 年金記録問題への取組 1,344億円(910億円)

(1)紙台帳とコンピュータ記録との突合せの促進 876億円 (427億 円 )
被保険者名簿等の紙台帳等とコンピュータ上の年金記録との突合せを進める。その

際、受給に結び付く可能性の高い台帳等から優先的に照合する (全体の 2.5～ 3割 )。

(2)ねんきんネット(仮称)による年金記録の確認 76億 円 (40億円 )

年金加入者や受給者が自ら自宅や市区町村、郵便局でインターネットを通じて年金

記録を確認できるシステムの充実を図り、保険料納付額の表示や年金見込額の試算な

どができるようにする。また、年金通帳の形式や設計内容について国民的な調査を実

施する。

(3)適用自保険料収納対策の推進等 365億円 (442億 円 )
厚生年金の未適用事業所対策や保険料徴収対策、国民年金の適用・保険料収納対策

の強化などに取 り組む。また、年金の再裁定等の事務処理について、システム改善な

どを行 う。

(4)高齢者の所在不明問題への対応 (新規) 26億円

医療の利用情報を活用 して、所在不明の可能性のある年金受給者を抽出し、その方

に対 して現況申告書提出の要求や訪問調査を行い、不正受給の是正と正しい年金記録

管理に向けて取 り組む。



2日本年金機構の円滑な運営の確保等
(一部再掲日前ページ参照)  3,599億 円(3,058億 円)

(1)日 本年金機構の円滑な運営の確保 3,599億 円(3,058億円)
日本年金機構においては、国家プロジェク トである年金記録問題の解決に向けた取

組を引き続き促進するとともに、国民の信頼が得られるよう、サービスの質の更なる

向上、コンプライアンスの徹底、効率的かつ公正透明な事業運営に取 り組む。

(2)ハローワークにおける年金相談のための支援 (後述 :38ページ参照)

3安心・納得できる年金制度の構築
10兆4,460億円(10兆 1,260億円)

(1)年金給付費国庫負担金 10兆4,458億 円 (10兆 1,257億円 )
平成 23年度における基礎年金国庫負担害1合について 2分の 1の維持を図る。

(2)年金制度の検討                1.5億 円 (2.8億円 )
新たな年金制度の創設に向けた検討のため、国民各層との対話、意見聴取等を行う。



第3厳しい経済環境下における雇用「生活安定の確保

現下の雇用情勢は、持ち直しの動きが見られるものの、依然として厳しい状況にある。

このような状況のなかで、ハローワークの職業紹介、雇用保険、雇用管理指導等の充実・

強化に加え、積極的就労・生活支援対策、非正規労働者の正社員化の推進、職業能力開発

の充実強化を図る。また、若者・女性・高齢者・障害者等の就業実現や地域対策等二一ズに

応じたきめ細やかな支援策を実施し、雇用の「量」の拡大を図る。      ,

1ハローワークを拠点とした積極的就労口生活支援対策(ポジティ
ブロウェルフiアの推進 ) 2,782億円(3,255億円 )

(1)求職者支援制度の創設と担当者制による就職促進   120億 円 (55億円 )
仕事を探している方で、雇用保険を受給できない方が、生活支援の給付を受給しな

がら無料の職業訓練を受けられる制度を恒久化する (求職者支援制度の創設)。

また、ハローワークにおいて、訓練終了後の就職の実現に向けて、きめ細かな支援

が必要と判断される方に対する担当者制によるマンツーマン支援を行う。

※ 求職者支援制度の創設に係る経費については、予算編成過程において検討。

(2)雇用保険の機能強化 2,458億円(3,O02億円 )
雇用保険制度の安定的な運営のため、安定した財源を確保した上で国庫負担金の本

貝J(1/4)復帰を図ることにより、雇用保険の機能強化を図る。また、非正規労働者
に対する適用範囲の拡大 (6ヶ月以上→31日 以上)について、着実な実施に取り組む。
※ 国庫負担金の本則(1/4)復帰に係る経費については、予算編成過程において検討。
※ :失業等給付費として、2兆 2,536億 円 (2兆 6,790億 円)を計上。

(3)民間を活用した求職活動の促進(就職活動準備事業)(新規) 11億円
就職に対する準備不足等から求職者支援制度の職業訓練の受講によりただちに効果

が得にくいと考えられる求職者について、民間に委託して、意欲 。能力の向上のため

の個別カウンセ リング、生活指導等や職業紹介を実施し、求職者支援制度への円滑な

移行や就職促進を図る。

(4)自 治体とハローワークの協定に基づく就労・生活支援 (「福祉から就労」支援事業)

38億円 (32億円)
生活保護等の福祉を担う地方自治体と就労支援を担うハローワークが協定(支援の対象



者、支援手法、両者の役割分担等)を締結して、地方 自治体とハローワークの担当者により

構成する支援チームが、対象となる生活保護受給者、住宅手当受給者、障害者等それぞれ

に対して支援プランを策定し、個別求人開拓や担当者制による職業相談など、積極的な就

労支援を行う。

(5)パーソナルロサポートロモデルプロジエクトの実施 (新規) 4.4億円
自立に向けて特に個別的かつ継続的な支援を必要とする求職者に対 して、生活支援

から就労支援までの一貫した寄 り添い型・伴走型の支援を行 うパーソナル・サポータ

ーと一体となって、担当者制によるきめ細かな職業相談・職業紹介を行 う就職支援ナ

ビゲーター (80人)を求職者総合支援センターに配置する。

(6)ハローワークにおける住居確保に関する支援 12億円(12億円)

住居・生活支援ア ドバイザー (263名 )がハローワークにおいて、住宅手当の申請書

類の作成助言を行 う等により、求職者に対する住居確保に関する支援を実施する。

(7)メンタルヘルス相談機能、多重債務相談機能等の強化

4億円 (2.4億円)
福祉関係者や弁護士会等の民間専門家との連携体制を構築し、自殺対策も含めたメ

ンタルヘルス相談や多重債務相談等を、非正規労働者総合支援センター及び同コーナ

ーに加え、全国の主要なハローワークにおいて実施 し、求職者に対する総合生活相談

機能の強化を図る。

(8)地域生活福祉口就労支援協議会によるワンストップロサービスの推進 (新規 )

2.4億円
第二のセーフティネット支援施策等を効果的に実施するため、地域生活福祉・就労

支援協議会を開催し、地域におけるワンストップ・サービス関係機関の一層の連携強

化を図る。

(9)介護口福祉、医療等の分野における雇用創出 127億円(149億円)
介護・福祉、医療等の分野について、雇用創出の基金事業の活用や、事業主に対す

る人材確保の支援等の実施により、地域における雇用創出を図る。

(10)ハ ローワークにおける年金相談のための支援 (新規)     1.6億 円

ハローワークにおいて、雇用保険と年金等に関する相談にワンストップで対応する

取組を実施する。



2非正規労働者の多様な形態による正社員化の推進対策
可73億円(81億円)

(1)在職中の非正規労働者の均衡待遇日正社員化の推進

26億円 (28億円 )
中小企業雇用安定化奨励金及び短時間労働者均衡待遇推進等助成金を整理・統合し

て、「均衡待遇・正社員化推進奨励金 (仮称)」 を創設し、有期契約労働者及びパート

タイム労働者の均衡待遇、正社員への転換を一体的に推進するとともに、短時間正社

員を奨励対象として、その普及を図る。

(2)失業者の正社員就職支援 (新規 ) 53億円
ハローワークに、求人開拓推進員 (1,600名 )を配置 し、非正規求人からの転換も含

めた正社員の求人確保を積極的に行い、正社員就職を促進する。

(3)有期契約労働者の労働条件に関する施策の在り方の検討 (新規 )
11百万円

有期契約労働者の雇用・就業の実態等について調査を行うとともに、有期契約労働

者の労働条件に関する施策の在り方を検討する。

(4)労働者派遣法の改正による均衡待遇の推進等 89億円(48億円)
改正労働者派遣法案が成立した場合には、これに基づく均衡待遇の配慮義務規定の

周知 。指導を行 うとともに、派遣労働者雇用安定化特別奨励金 (一人 100万 円 (有期

雇用 50万円)(大企業は半額))を活用し、派遣先における派遣労働者の直接雇用を促

進する。また、違法派遣の適正化を図るため、指導監督を徹底する。

(5)非正規労働者の労働条件の確保等 4億円(3.9億円)
非正規労働者の労働条件の確保及び改善対策の推進のため、労働基準法等に基づく

指導を徹底するとともに、労働契約法、パー トタイム労働法他関係法令に関する周知、

啓発指導を実施する。



3人材二―ズに対応した職業能力開発の充実強化
476億円(495億円)

(1)雇用のセーフティネット機能の強化・成長分野を支える人材の育成のための職

業訓練の充実強イヒ               327億 円(308億円)

①人材二一ズを踏まえた計画的な人材育成の推進(新規)        27百 万円
国及び各地域ごとに、関係機関による協議の場 (都道府県、労働局、教育訓練機関、

労使団体、学識経験者、その他関係機関等により構成。)を設定し、そこでの協議を

経て、公共職業訓練及び求職者支援制度における職業訓練について、都道府県と共同

して、人材ニーズを踏まえた訓練計画 (分野、規模等)等を毎年策定する仕組みを創

設。

②介護・福祉、医療等の分野における職業訓練の推進等 327億円(307億円 )

大学・短大等の学校教育機関を含む多様なpl l練機関を活用し、介護 。福祉、医療、

情報通信等の成長分野における職業訓練を推進する。また、民間活用と成功報酬制度

の組合せにより、職業訓練の効果を向上させ、訓練修了者の就職の一層の促進を図る。

③国際標準化等の動向を踏まえた教育訓練の質保証のための取組の推進

21百万円(26百万円)

教育訓練サービス分野における国際標準化等の動向を踏まえ、我が国における教育

訓練の質保証のための取組を引き続き推進する。

(2)教育訓練と結びついた実践的な職業能力の評価制度の構築

①ジョブ・カード制度の推進

136億円 (170億円 )
118億円(153億円)

フリーター等の正社員経験の少ない方等を対象に、企業実習と座学を組み合わせた

実践的な職業訓練の機会を提供 し、企業からの評価結果をジョブ・カー ドに取りまと

めることにより正社員へと導くジョブ・カー ド制度を着実に実施するとともに、モデ

ル評価シー トの拡充等を図る。また、ハローワ早クにおけるキャリア・コンサルティ

ング機能の強化を図るとともに、公共職業訓練受講者や求職者支援制度における訓練

受講者等へのジョブ・カー ドの取得を推進するため、民間教育訓練機関やジョブ・カ

ー ドセンターヘのキャリア・コンサルタントの配置を推進する。

②職業能力評価基準の整備及び活用促進等 2.9億円 (2.6億円 )

職種ごとに必要とされる能力要件を明確化した職業能力評価基準の策定を推進す



る。また、職業能力評価基準が策定済みの業種を対象として、レベルごとの能力を習得

するための訓練カリキュラムと、能力評価のシステムの開発 。構築を一体的に進める。

③技能検定制度の整備                   15億 円(16億円)

社会的ニーズを踏まえた技能検定職種の統廃合等の推進、民間機関の活力の活用促

進、産業技術の高度化等に対応した検定基準の見直しを引き続き実施する。

(3)職業生涯を通じたキヤリア形成支援の一層の推進

①企業のキャリア形成体制の強化

14億円(18億円 )
4.4億円(55億円)

キャリア形成支援に取り組む企業を支援するため、企業訪問等による助言
。情報

提供、キャリア健診等を用いたキャリア形成支援に係る課題の明確化
。専門的助言、

職業能力開発推進者等を対象 とした講習の実施に併せて、企業のキャリア形成支

援 。人材育成事例の収集 。分析・評価を行 う等の総合的な取組を展開する。

②労働者の自発的な能力開発のための助成措置の活用促進  75百万円(72百万円)
労働者の自発的な能力開発を支援するため、事業主が労働者の行う自発的な職業能

力開発に必要な経費等を負担した場合の助成措置について、都道府県労働局・事業主

団体等を通じた周知広報を通じ、活用促進する。

③学校教育段階からのキャリア形成支援の推進 39百万円 (22百万円 )

本格的な進路決定の前段階にある中学校段階に焦点を当て、実践的なキャリア教育

を担 う専門人材を養成するための講習事業を推進する。また、大学等の在学段階から

のジョブ・カー ドの取得を促進するため、様式の開発等を実施する。

④キヤリアロコンサルタントの専門性の一層の向上、キャリア・コンサルティングの活用促進

1.1億円(79百万円)

民間教育訓練機関のスタッフ等を重点としたジョブ・カード交付の担い手を育成す

るジョブ・カード講習の拡大実施、キャリア・コンサルタントの指導者養成等を通じ、

キャリア・コンサルタントの専門性の一層の向上、キャリア・コンサルティングの活

用を促進する。

⑤ものづくり立国の推進 7.4億円(9.6億 円)

技能五輪等の各種技能競技大会の実施、技能五輪国際大会への選手派遣支援等を通

じて、若年者に対する技能の魅力や重要性の啓発を図る。また、地域や業界の特性に

応 じ、創意工夫の下に技能者の地位向上をはじめとする技能振興・継承に取り組む事

業に対し、取組を支援する。



4若年者の就職促進、自立支援対策   472億 円(431億円)

(1)新規学卒者、未就職卒業者の就職支援

①新卒者支援の強化等

132億円 (52億円 )
60億円(52億円)

平成 23年度卒業予定者が早期に内定を得 られるよう、ハローワークに学卒ジョブ

サポーター (仮称)を配置するとともに、大学との連携を一層強化し、求人の確保

等就職面接会の開催への協力や大学主催の企業説明会等への出張による就職活動の

相談等、大学と一体となった取組を進める。

また、保護者等も含めた在学中早期からの働く意義や職業生活についての講習、

地元企業を活用した高校内企業説明会、関係者への積極的な情報発信等を実施する

とともに、新卒者の求人確保に向けて強力に取 り組むなどにより、新規学卒者の就

職支援を更に強化する。

②未就職卒業者の早期就職支援(新規) 73イ意円

新規学卒時に正規雇用として就職できなかった者を採用した企業に対し奨励金

(卒業後 3年以内の既卒者 :正規雇用から 6か月後に 100万円、新卒者 :有期雇用

期間 (原則 3か月)1人月 10万円及びその後の正規雇用から3か月後に 1人 50万

円)を支給する「新卒者就職実現プロジェク ト」を実施するとともに、採用拡大に

向け、企業に好事例を発信するなどにより、未就職卒業者の早期就職を推進する。

(2)フリーター等の正規雇用化の推進 256億円 (241億円 )
ハローワークに就職支援ナビゲーターを配置 (398名 )し、担当者制による個別支援

を徹底するとともに、フリーター等を、一定の有期雇用を経て正規雇用で採用する企

業に対する奨励措置の拡充 (有期雇用 :1人 4万円 。最大 3か月、その後正規雇用へ移

行した場合 :中小企業 100万円、大企業 50万円、対象者 :25歳以上～40歳未満→40

歳未満)等により、フリーター等の正規雇用化に向けた一層の取組の推進を図る。

(3)二一卜等の若者の職業的自立支援の強化       20億 円 (20億円 )

地域若者サポートステマション事業について、NPO等を活用し、その設置拠点を拡

充 (100か所→110か所)するとともに、アウトリーチ (訪問支援)に よる支援窓ロヘ

の誘導体制を整備し、ニート等の縮減を図る。

(4)就業実現に向けた学校教育段階からの支援の推進

(再掲日前ページ参照)              49億 円(5.5億円 )
大学等の在学段階からのジョブ・カードの取得促進、保護者等も含めた在学中早期



からの働く意義や職業生活についての講習等、就職に向けた支援の実施などにより、

学校教育段階からの就業支援を推進する。

5女性の就業希望等の実現 127億円 (127億 円 )

(1)育児休業、短時間勤務等を利用しやすい職場環境の整備
98億円 (98億円)

両立支援制度を利用しやすい職場環境を整備するため、短時間勤務者や育児休業取

得者等に関する処遇等のベストプラクティスの普及等を行うとともに、賃金等の処遇

や代替要員の配置等の雇用管理改善に向けたアドバイスを行う両立支援アドバイザニ

(仮称)(新規)を都道府県労働局に配置する。
また、両立支援に取 り組む事業主への助成金について、中小企業に重点を置いて支

援をするとともに、「イクメンプロジェク ト」の実施により男性の育児休業取得を促進

する。

(2)男女雇用機会均等対策の推進 6.3億円(7億円)
男女雇用機会均等法に基づく配置・昇進等の性差別禁止に関する事業主指導を強化

する。また、男女労働者の間に事実上生じている格差に対する認識を促すため、使用

者団体・業種別団体、労働組合と連携のもと格差の「見える化」を推進するとともに、

格差解消のためのポジティブ。アクションを促進する。

(3)マザーズハローワTク事業の拡充 (再掲・33ページ参照)22億 円 (21億円 )

6いくつになつても働くことができるようにする対策
314億円(386億円)

(1)希望すればいくつになっても働ける高齢者雇用の促進

139億円(183億円 )
高年齢者雇用確保措置の着実な実施を図る。また、希望者全員が65歳まで働ける制

度や 70歳まで働ける制度の導入に取り組む中小企業事業主への助成 (160万円を上限)、

定年の引上げ等に合わせて高年齢者の職域拡大や雇用管理制度の構築等に取り組む事

業主に対する助成 (経費の 1/3、 500万円を上限)等を実施する。



(2)企業雇用以外の多様な働き方の促進

シルバー人材センターにおいて、教育・子育て 。介護

社会のニーズに応じた新たな就業機会を創出するなど、

を促進する。

119億円 (125億円 )
。環境の分野を重点に、地域

企業雇用以外の多様な働き方

7障害者に対する就労支援の推進    238億 円(230億円)

(1)雇用率達成指導、地域の就労支援の強化等 79億円(81億円 )
法定雇用率未達成の企業や公的機関に対する指導を強化するとともに、障害者に対

する就業面、生活面の双方からの支援を強化するため 「障害者就業・生活支援センタ

ー」を拡充 (282か所→322か所)する。

(2)障害特性や働き方に応じた支援策の充実口強化 27億円(21億円)
ハローワークに精神障害者の雇用に関する総合的かつ継続的な支援を行 う専門家を

配置 し、精神障害者に対する専門的支援体制の充実を図るほか、公的機関における障

害者のチャレンジ雇用の一層の促進や在宅就業支援制度の更なる活用促進を図る。

(3)障害者の職業能力開発支援の強化 59億円(60億円 )
職業意識の啓発や就職に要する職業能力の付与等を行う座学訓練と、企業における

実習を組み合わせた、障害者向けの日本版デュアルシステムを導入する。また、在宅

就業支援団体等関係機関との緊密な連携の構築の下に、障害者の雇用・就業のニーズ

に応じた訓練機会を確保するため、委託訓練の活用等必要な施策を推進する。

(4)「工賃倍増5か年計画」の着実な推進 (詳細後述・63ページ参照 )
6億円(7.9億円 )

8地域雇用創造と雇用支援    4,640億 円(7,708億 円)

(1)地域における創意工夫を活かした雇用創造の推進  235億 円 (240億円 )
雇用創出の基金事業により、将来の成長分野と見込まれる分野について雇用創造を

図る。また、地域雇用倉]造推進事業等を活用するとともに、「新しい公共」に対する支

援の在り方を検討し、地域の自主性及び創意工夫を活かした雇用創造を推進する。



(2)介護分野の雇用支援等 127億円 (149億 円)
介護労働者の雇用管理の改善や人材確保に取り組む事業主に対 し、人材確保や相談

援助等の効率的な支援を実施する。

(3)雇用調整助成金の支給の適正化 4,278億円(7,319億 円)
企業の体業、教育司1練、出向による雇用維持の取組を支援するための雇用調整助成

金 (手当、賃金の 2/3を助成)及び中小企業緊急雇用安定助成金 (手当、賃金の4/5

を助成)について、教育訓練費の額を見直すとともに、適正な支給に向けた体制の整

備を図る。



第4質 の高い医療サービスの安定的な提供

各医療保険制度に係る必要な経費を確保し、国民皆保険制度を堅持する。

また、医師等の人材確保対策、救急医療・周産期医療の体制整備、革新的な医薬品・医療

機器の開発促進等を通じ、質の高い医療サービスを安定的に提供する。

1 国民皆保険制度の堅持  9兆 9,273イ意円(9兆 4,406億 円)

(1)国民健康保険等に係る医療費国庫負担
9兆 8,903億

「
](9リヒ4,043イ意円)

各医療保険制度等に係る国庫負担に要する経費を確保 し、その円滑な実施を図る。

(2)健康保険組合等への支援措置 330億円(322億円)
高齢者の医療費に係る拠出金負担が重い健康保険組合等の負担軽減を図るため、高

齢者医療運営円滑化等事業の充実を図る。

(3)高齢者のための新たな医療制度の施行準備

平成25年 4月 からの高齢者のための新たな医療制度の施行準備に係る経費について

は、予算編成過程において検討する。

(4)高齢者医療制度の負担軽減措置の継続

現行の高齢者医療制度の負担軽減措置の継続に係る経費については、予算編成過程

において検討する。

(5)国民健康保険中央会に対する補助の見直し      40億 円(41億円 )

厚生労働省省内事業仕分けの結果等を踏まえ、国民健康保険中央会に対する補助の

見直しを行う。

(6)国民健康保険組合に対する補助の見直し

厚生労働省行政事業レビューの結果等を踏まえ、国民健康保険組合に対する補助の

見直しについては、予算編成過程において検討する。

(7)高額療養費制度の見直し

高額療養費制度に係る経費については、予算編成過程において検討する。



2質の高い医療サービスの確保 698億円 (743億円 )

(1)地域医療確保対策

①地域医療支援センター(仮称)の整備(新規)

385億円 (369億円 )
17億円

必要医師数実態調査の結果を踏まえ、地域医療に従事する医師のキャリア形成の

支援、医師不足病院への医師の派遣調整 。あっせん (無料職業紹介)等を行うため、

都道府県が設置する「地域医療支援センター (仮称)」 の運営に係る経費について財

政支援を行う。

②臨床研修の指導体制の充実(新規) 29億円

地域医療の中核を担 う臨床研修病院において、医療の現場を担いつつ若手医師の

教育を行 う臨床研修指導医を確保するため、医師不足診療科の臨床研修指導医におけ

る休 日・夜間の指導手当に係る経費について財政支援を行 う。

③チーム医療の総合的な推進(新規) 16億円

看護師、薬斉J師等医療関係職種の活用の推進や役割の拡大によリチーム医療を推

進 し、各職種め業務の効率化・負担軽減等を図るとともに、質の高い医療サァビスを

実現するため、平成 22年度に策定するチーム医療のガイ ドラインに基づく取組みに

ついて、その安全性や効果の実証を行 う。

④女性医師等の離職防止 復ヽ職支援 24億円 (25億円)

出産や育児等により離職 している女性医師の復職支援のため、都道府県に受付 。

相談窓口を設置し、研修受け入れ医療機関の紹介や復職後の勤務態様に応 じた研修

を実施する。

また、子どもを持つ女性医師や看護職員等の離職防止及び復職支援のため、病院

内保育所の運営に対する支援について、新たに休 日保育を対象に加えるなどの充実

を図る。

⑤看護職員の確保策等の推進 33億円 (37億円 )

看護の質の向上や安全な医療の確保、早期離職防止の観′はから、新人看護職員研修

の更なる普及や充実を図るため、新たに新人看護職員を指導する教育担当者及び実地

指導者等に対する研修の実施や、病院内保育所の運営等に対する財政支援の拡充など

を行う。



⑥在宅歯科医療の推進 2.5億円(2.9億円)

生涯を通 じて歯の健康の保持を推進するため、寝たきりの高齢者や障害者等に対す

る在宅歯科医療にっいて、地域における医科、介護等との連携体制の構築、人材の確

保、在宅歯科医療機器の整備等について財政支援を行 う。

(2)救急医療口周産期医療の体制整備

①救急医療体制の充実

251億円 (261億円 )
55億円(63億円)

29億円 (28億円 )

ドクターヘ リ (医師

救急患者の円滑な受入れが行われるよう、受入困難患者の受入れを確実に行う医療機

関の空床確保に対する財政支援を行うととともに、重篤な救急患者を 24時間体制で

受け入れる救命救急センターに対する財政支援を行 う。

②ドクターヘリの導入促進事業の充実

早期治療の開始と迅速な搬送による救命率の向上を図るため、

が同乗する救急医療用ヘリコプター)事業を推進する。

③重篤な小児救急患者に対する医療の充実 6億円(31億 円 )
超急性期にある小児の救命救急医療を担 う「小児救命救急センター」の運営に対

する支援や、その後の急性期にある/Jヽ児への集中的・専門的医療を行 う小児集中治

療室の整備等に対する財政支援を行 う。

④周産期医療体制の充実 85億円 (87億円)

地域において安心して産み育てることのできる医療の確保を図るため、総合周産

期母子医療センター及びそれを支える地域周産期母子医療センターの MFICU(母体・

胎児集中治療室)、 NICU(新生児集中治療室)等に対する財政支援を行 う。

⑤精神科救急医療体制の整備(後述・61ページ参照) 20億円 (23億円 )

3革新的な医薬品・医療機器の開発促進  235億円(247億円)

(1)世界に先駆けた革新的新薬 8医療機器創出のための臨床試験拠点の整備

(新規) 51億円
日本発の革新的な医薬品。医療機器を創出するため、世界に先駆けてヒトに初めて

新規薬物・機器を投与・使用する臨床試験等の実施拠′点となる医療機関の人材確保、

診断機器等の整備、運営に必要な経費について財政支援を行 う。



(2)グローバル臨床研究拠点等の整備の拡充 8億円(6億円)

医薬品開発の迅速化を図り、 ドラッグラグの解消に資するため、外国の研究機関と
の国際共同治験 。臨床研究を実施する拠点の体制整備を行 うとともに、国内における

未承認薬等の開発を推進するための治験支援拠′点等の体制整備を行 う。

(3)後発医薬品の使用促進 4.7億円(4.2億円)
患者及び医療関係者が安心して後発医薬品を使用することができるよう、品質 。安

定供給の確保、情報提供の充実及び普及啓発等による環境整備に関する事業等を実

施する。また、保険者が差額通知サービス (被保険者に対する後発医薬品を利用した

場合の自己負担額の軽減の周知)を導入しやすくするための環境作りを進める。



第5健 康で安全な生活の確保

働き盛り世代に対するがん予防対策を強化するなど、がん対策を総合的かつ計画的に推

進するともに、肝炎治療及び肝炎ウイルス検査を促進するなど肝炎対策を推進する。

また、難病などの各種疾病対策、移植対策及び生活習慣病対策を推進するとともに、新型

インフルエンザのワクチン接種体制の整備を含めた新型インフルエンザ等感染症対策や健康

危機管理対策の強化、医薬品・医療機器の安全対策の推進等を図る。

さらに、国民の健康被害防止を踏まえ、輸入食品の安全対策、残留農薬、食品汚染物質、

容器包装等の安全性の確保など食品安全対策を推進する。

1 がん対策の総合的かつ計画的な推進  541億円(316億円)

(1)働き盛り世代に対するがん予防対策の強化 304億円(106億円 )
女性特有のがん検診推進事業を引き続き実施するとともに、市町村が実施する子宮

頸がん予防ワクチン事業、大腸がん検診における検査キットの直接配布に対する支援

を新たに行 うことにより、働き盛 りの世代を中心に影響が大きい子宮頸がんや大腸が

ん等に対する予防対策を強化推進 し、がんによる死亡リスクの大幅な軽減を図る。

(2)がん診療連携拠点病院の機能強化 34億円(34億円 )
がん医療の拠点となるがん診療連携拠点病院において、病理診断の専門医師が不足

している現状を踏まえ、専門病理医を育成するとともに病理診断業務の軽減を図るた

めの病理診断補助員の確保等を図る。

(3)がん総合相談体制の整備 9.4億円(9.4億円 )
都道府県に新たに地域統括相談支援センターを設置し、患者 。家族らのがんに関す

る相談について、心理、医療や生活・介護など様々な分野に関する相談をワンス トッ

プで提供する体制を支援する。

(4)がんに関する研究の推進 85億円(61億円)
日本発のがんワクチン療法による革新的ながん治療開発を戦略的に行 うなど、がん

対策推進基本計画に掲げる目標の達成に資する研究等を着実に推進するとともに、が

ん予防、診断、治療等に係る技術の向上等の研究成果を普及、活用する。



2肝炎対策の推進 244億円(236億円)

(1)肝炎治療及び肝炎ウイルス検査の促進 211億円(205億円)
肝炎患者に対する医療費の助成に要する経費を確保 し、その円滑な実施を図るとと

もに、検査未受検者に対する肝炎ウイルス検査を強力に推進する。

また、治療対象となる者等に対して、早期発見 。早期治療に資するための各種支援

事業を行 う。

(2)肝炎診療体制の整備と研究基盤の整備等 33億円(32億円)
患者やその家族などに対する相談支援等を行 う肝疾患診療連携拠点病院への支援事

業等を実施するとともに、肝炎治療実績の大幅な改善に繋がるような肝疾患の新たな

治療方法等の研究開発を推進する。またく肝炎に関する正しい知識の普及啓発を行 う。

3新型インフルエンザ等感染症対策と予防接種制度の見直し
158億円(190億円)

(1)新型インフルエンザ等感染症対策の強化

①感染症発生動向・情報収集機能の強化

158億円(190億円 )
31億円(98百万円)

新型インフルエンザ (A/HlNl)対策総括会議報告書の提言を踏まえ、新型インフ

ルエンザ等の感染症の流行状況等を、よリー層迅速かつ的確に把握し、いち早く国民

に対して情報提供するとともにt的確に予防対策を講じることが可能となるよう、感

染症の発生動向の調査や情報収集機能に関連するシステムの強化を図る。

②プレパンデミックワクチン原液の買上及び新型インフルエンザワクチンの保管等

15億円(13億円)

新型インフルエンザ対策の一環として、プレパンデミックワクチン原液を製造し、

買上を行う。また、厚生労働省において備蓄する新型インフルエンザワクチンにうい

て、適切に保管等を行う。

③迅速かつ的確な検疫実施のための体制強化 87百万円(1.1億円)

今般発生した新型インフルエンザ (A/HlNl)へ の対応を踏まえて改正する「検疫

ガイドライン」等に基づき、世界各地で発生している鳥インフルエンザ (H5Nl)か ら

の変異が危惧されている新型インフルエンザ(H5Nl)な どに対応するため、検疫業務研

修など検疫所における水際対策の充実強化を図る。



(2)予防接種制度の見直し 12百万円 (5百万円 )

予防接種制度の抜本的な見直しに向けた検討のため、検討会議の設置や、新たに予

防接種法に位置付ける疾病の予防ワクチンの有効性 。安
A‐性の検証等を行 う。

4難病などの各種疾病対策、移植対策及び生活習1貫病対策の推進
2,353億円(2,228億円)

(1)難病対策

①難病患者の生活支援等の推進

(2)移植対策

①臓器移植対策の推進

(3)生活習慣病対策

①糖尿病対策の更なる推進

ア 糖尿病発症予防対策の強化

2,219億円 (2,073億円 )
2,109億 円(1,973億円)

28億円 (28億円 )
7_7億円(86億円)

35億円 (44億円 )
2.4億円(1 1億 円)

難病患者の経済的負担の軽減を図るため、医療費の助成を引き続き実施するとと

もに、難病相談 。支援センター (全国 47か所)の運営等を通じ、地域における難病

患者の生活支援等を推進する。

②難病に関する調査・研究の推進 110億円 (100億円 )

難病の診断・治療法の開発を促進するため、難病に関する調査・研究を引き続 き

推進するとともに、'病因解明等を加速させるため、「健康長寿社会実現のためのライ

フ・イノベーションプロジェク ト」においても、研究の推進を図る。

1蔵器移植法の改正を踏まえ、臓器移植が適切に実施されるよう、あつせん業務に

従事する者に対する研修の充実や、臓器提供の意思表示をしていただくための環境整

備を行 うとともに、臓器移植の普及啓発に取り組む。

②骨髄移植対策等の推進 18億円 (17億円 )

骨髄移植及びさい帯血移植を引き続き推進するとともに、非血縁者間での末梢血

幹細胞移植を本格的に実施するため、あっせん体制の整備を図る。

国民の一人一人が日々の生活の中で自発的に健康づくりに対して具体的な行動

を起こしていけるよう、民間企業と連携 し、健康づくりの国民運動化を推進する

事業等を実施する。



イ 糖尿病重症化予防対策の強化

糖尿病の重症化予防のため、患者の病状に応 じた適切な診療を受診できるよう、

一般診療所と専門病院との診療連携体制構築の支援を行 う。また、適切な食事療

法・運動療法を行 うため、診療所における糖尿病療養指導士の活用促進の支援等

をイ予う。

②健康づくり・生活習慣病対策の推進 33億 円(43億円)

健康寿命の延伸を実現すること等を目的とした 「健康 日本 21」 を着実に推進する

ため、たばこ対策、ボランティアを活用した食生活改善等の健康づくりを推進するほ

か、生活習慣病の予防から診断、治療に至るまでの研究及び国民の身体状況や生活習

慣の状況を明らかにするため国民健康 し栄養調査等を実施する。

また、世界保健機関が 2030年 には世界の死亡原因の第 3位になると予測している

慢性閉塞性月市疾患 (COPD)について、早期発見・早期治療につなげるために、新たに

COPD検診に対する支援を実施する。

(4)各種疾病対策 71億円(82億円)

①エイズ対策の推進         、          61億 円(69億 円)

HIV陽性者等で構成される NGO等の予防啓発活動等を支援するとともに、早期に

HIV感染を発見し、治療につなげることができるよう、利用者の利便性に配慮 した検

査 。相談を実施する。

②リウマチ・アレルギー対策の推進              78億 円(10億 円)

リウマチ、気管支喘′自、、アトピー性皮膚炎、花粉症、食物アレルギTな ど免疫ア

レルギー疾患の治療法等の研究を推進するとともに、リウマチ・アレルギー疾患の自

己管理手法や正ししν情報の提供、患者相談体制の構築を図る。

③腎疾患対策の推進                   2.4億 円(2.9億円)

慢性腎臓病 (CKD)に関する診断・治療法の研究開発を推進するとともに、医療従

事者への研修や正しい知識の普及に努める。

5健康危機管理対策の推進 5.6億円(7.1億円 )

(1)健康安全口危機管理対策総合研究の推進 3.1億円(3.9億円)
感染症やバイオテロリズムの発生に備えた初動体制の確保や危機情報の共有及び活

用、地域における健康危機管理体制の基盤強化等に資する健康安全・危機管理対策総



合研究事業により総合的な研究を推進する。

(2)健康危機管理体制の整備 1.6億円(2.2億円 )
非常時に健康危機管理体制が十分に機能するよう、平時から、各種訓練の実施、地

域における連携体制の構築等を行 うとともに、地域における健康危機事例に的確に対

応するため、専門家の養成等を行 う。

(3)国際健康危機管理対策の推進 97百万円 (¬ .1億円 )

国外での未知の感染症が疑われる事例の調査において、WHO等が編成する疫学調査チ

ームに国立感染症研究所が参加 し、国際的な感染症の情報収集、分析、情報の還元等

を行 う。また、国内外で分離される病原体のゲノム情報の解読、その情報のデータベ

ース化及び疫学調査等への利用を推進する。

6医 薬品・医療機器の安全対策の推進等  104億円(107億円)

(1)医薬品口医療機器の安全対策の推進 21億円(10億円 )

薬害の発生及び拡大を未然に防止するため、医薬品行政に関わる行政機関の監視・

評価を行い、適切な措置を取るよう提言等を行 う医薬品等監視・評価組織を運営する。

また、全国 5か所の大学病院等が持つ医療情報を網羅的に医薬品等の安全対策に活

用することを目的とする 1,000万人規模の医療情報データベースの基盤整備を行 う。

さらに、国及び医療関係者等と患者とのリスクコミュニケーションを円滑に実施す

るため、患者会から構成される協議会を運営し、医薬品の適正使用に関する情報の提

供手法や情報ニーズを把握する。

(2)医薬品・医療機器の迅速な提供 13億円(16億円 )

欧米では承認されているが、わが国では未承認の医薬品又は適応であつて、医療上

特に必要性が高いものについて、引き続き審査の迅速化を図る。

また、日本発シーズの実用化のため、産学官一体となつた取組を進め、大学 。ベン

チャー等における医薬品・医療機器候補選定の最終段階から治験に至るまでに必要な

試験 。治験計画策定等に関する薬事戦略相談を実施する。

さらに、新医薬品 。医療機器の開発や承認 申請の迅速化を図るためのガイ ドライン

の整備を行 うとともに、医薬品 。医療機器に関する諸外国との規制の調和や整合性を

図るための取組を推進する。



(3)フィブリノゲン製剤納入先医療機関に対する訪間調査の実施 (新規 )

20百万円
C型肝炎ウイルスに感染したおそれがある方への受診勧奨を進めるため、フィブリ

ノゲン製剤を納入した厚生労働省所管の全ての医療機関及び全ての国立大学病院に対

し、厚生労働省職員による訪問調査を実施する (平成 23年度 :159か所)。

7食の安全・安心の確保 129億円(147億円)

(1)輸入食品等の安全確保策の強化 104億円(115億円)
検疫所の輸入食品のモニタリング検査について、より細やかな食品群ごとの輸入量、

違反率等の分析に基づき必要とされた検体数に対応できる体制整備を行 う。また、輸

出国における食品安全対策に関し、輸出国の衛生状況等に関する事前調査や計画的な

現地査察を実施するとともに、対 日輸出食品の生産・製造工程における衛生管理体制

も調査する。

また、「日中食品安全推進イニシアチブ」に基づき、日中間で輸出入される食品の安

全性向上のため、閣僚級定期協議、実務者 レベル協議 。調査を行 うなど、食品安全分

野における交流及び協力を一層推進する。

(2)残留農薬、食品汚染物質、容器包装等の安全性の確保 11億円(15億円)
①残留農薬等ポジティブリスト制度及び食品添加物の安全性確認の着実口計画的な推進

9.9億円(14億円)

ポジティブリス ト制度 (農薬等が一定量を超えて残留する食品の販売等を原則禁止

する制度)において、国際基準等を参考に農薬等の基準の見直しを計画的に行い、制

度の着実な推進を図るとともに、食品添加物について、新たな毒性試験を活用しつつ、

安全性の見直 しを計画的に実施する。

②食品汚染物質にかかる安全性確保の推進         51百 万円(28百万円)
食品中の汚染物質対策について、基準設定、低減方策などの安全性確保や国際基準

等への対応を図る。

③食品用容器包装等の安全性確保の計画的な推進 99百万円 (58百万円)

食品用容器包装等に用いられる化学物質の規制について、毒性等の基礎データを

収集するなど、国際整合化も勘案しつつ、規制の見直しに向けた調査検討を行うとと

もに、リサイクィレ素材等を使用した器具 。容器包装等について、ガイ ドライン作成を

進める。



(3)健康食品の安全性の確保等の推進

①健康食品の安全性の確保等

59百万 円 (66百万 円 )
45百万円(52百万円)

いわゆる健康食品による健康被害を未然に防ぐため、食品成分について安全性試

験や分析調査を行 うとともに、発生時の迅速かつ適切な対応を図る。

②食品安全に関する情報提供や意見交換 (リスクコミュニケーション)の推進

13百万円(14百万円)

食品安全基本法、食品衛生法に基づき、国の責務として位置付けられているリス

クコミュニケーション (消費者等との双方向の意見交換)について、食品安全に対す

る消費者の意識の高まりに対応するため、広く消費者等と意見・情報交換を行うなど、

消費者の視′像に立った事業の実施を推進する。

(4)食品の安全の確保に資する研究等の推進 11億円(15億円)

輸入食品の安全性確保、BSEの人への影響等の様々な問題に対し、科学的根拠に基

づく安全性に関する調査研究を実施 し、先端技術を応用した検査技術を開発するとと

もに、調査研究等を実施することにより油症研究の充実を図るなど、食品の安全の確

保に資する研究を推進する。



第6良 質な介護サービスの確保

高齢者が要介護状態になつても地域住民が住み慣れた地域で安心して過ごすことができる

環境を整備するため、地域包括ケアを推進するとともに、安定的な介護保険制度運営の確保

や地域における介護基盤の整備等を通じて、安心で質の高いサービスの確保を図る。

1 地域包括ケアの推進 187億円(44億円)

(1)24時間地域巡回型訪間サービス、家族介護者支援 (レスパイトケア)等の推進
128億円(8.1億円)

①お泊まリデイサービスの基盤整備(新規) 100億 円

平成 24年度の介護保険制度の見直しに当たり、デイサニビスセンター等を活用し

た延長・宿泊サービス (お泊まリデイサービス)の実施に係る基盤の整備を行い、家

族介護者の負担軽減を図るため、家族介護者支援 (レスパイ トケア)を推進する。

②24時間地域巡回型訪間サービス事業等の推進(一部新規)  28億 円(81億円)
高齢者が住み慣れた地域で在宅生活を継続できる社会の構築のため、24時間地域

巡回型訪問サービスを実施するとともに、これらのサービスや既存の介護。医療等の

サービスをインフォーマルサービスとも連携しながら継続的・包括的に提供していく

ための調整や住民参加型サービスを推進するための事業を総合的に実施する。

(2)介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修事業 (仮称)の実施 (新規 )

特別養護老人ホーム、障害者 (児 )施設等において、
ケアを行 うことができる介護職員等の養成を支援する。

(3)認知症の方の暮らしを守るための施策の推進

21億円

適切にたんの吸引等の医療的

38億円(36億円)
①地域における市民後見活動の仕組みづくりの推進(新規)

(※市町村圏域等における認知症施策(28億円)の内数)

市民後見人 (弁護士、司法書士等の専門職以外の第二者による後見人)の養成を支

援す るなど、地域における市民後見活動の仕組みづくりの推進を図る。

②市町村圏域等における認知症施策 28億円(36億 円)

認知症コーディネータ∵による医療と介護サービス等の連携を強化するとともに

認知症ケアの支援体制を構築するための事業を実施し、市町村圏域等における認知症



施策を更に推進する。

③徘徊高齢者の捜索口発見口通報・保護のためのネットワークづくり(新規)  9.8億円
認知症高齢者の徘徊に対応するために、警察や交通機関等を含め、市民が幅広く参

加する徘徊高齢者の捜索。発見 。通報 。保護のためのネットワークづくりを進める。

2安心で質の高いサービスの確保
2兆3,016億円(2兆 1,922億円)

(1)安定的な介護保険制度の運営 2兆2,597億円(2兆 1,501億円)
介護保険制度を着実に実施するため、介護給付、地域支援事業等の実施に2、要な経

費を確保する。なお、介護給付費の適正化事業を更に推進する。

(2)地域における介護基盤の整備

①既存小規模福祉施設スプリンクラー整備事業の推進

(3)適切なサービス提供に向けた取組の支援等

①福祉用具・介護ロボットの実用化の支援(新規)

認知症高齢者グループホーム等既存の小規模福祉施設に対し、スプリンクラー設

置に係る費用等を支援する。

②認知症高齢者グループホーム等防災補強等支援事業(新規) 80億円

既存の地域密着型施設 (認知症高齢者グループホーム等)に対する老朽化に伴 う

修繕及び地震等防災対策上必要な補強改修等、既存の特別養護老人ホーム等のユニ

ット化改修に係る費用を支援する。

265億円(283億円)
170億 円 (263億円 )

153億円 (138億円 )
1.7億円

福祉用具や介護ロボット等の実用化を支援するため、試作段階にある当該機器等

に対する臨床的評価及び介護保険施設等におけるモニター調査の機会を提供する。

②適切なサービス提供に向けた取組の支援           152億 円(138億円)
要介護認定の認定調査員に対する研修や、社会福祉法人による低所得者に対する

利用者負担軽減措置等の取組の推進を図る。



<参考>介護職員の処遇改善及び介護基盤の緊急整備 (平成 21年度第1次補正予算)||

○ 介護職員処遇改善交付金

介護職員の雇用環境を改善するため、平成21年度第 1次補正予算 (3,975億円)にお

いて都道府県に対する交付金により基金を創設し、介護職員の賃金の確実な引上げな

ど介護職員の処遇改善に取り組む事業者に助成する。 (1人当たり月額平均 1.5万
円相当の助成。平成23年度まで)

○ 介護基盤の緊急整備等

平成21年度第 1次補正予算 (3,294億 円)において都道府県に対する交付金によ
り基金を創設するなど、介護施設に係る以下の事業を実施する。(平成23年度まで)

(1)介護基盤の緊急整備等
地域の介護ニーズに対応するため、施設整備交付金 (ハー ド交付金)を拡充
するための基金の設置等により、特別養護老人ホーム、老人保健施設、認知症

高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所等を緊急に整備する。

また、消防法施行令の改正により、平成21年4月 から新たにスプリンクラーの

設置が義務付けられた既存の広域型特別養護老人ホーム、有料老人ホーム等に

対 して助成を行い、スプリンクラー整備の促進を図る。

(2)施設の開設準備経費等についての支援
特別養護老人ホーム等の円滑な開所のため、開設準備に要する経費について助

成を行 う。また、大都市部等における施設用地確保の負担軽減を図るため、定

期借地権設定により用地を確保する場合の一時金に対する助成を行 う。

※ 介護関係施設等以外の障害者支援施設、乳児院及び救護施設等の福祉施設に
おけるスプリンクラー整備は、社会福祉施設等耐震化等臨時特例交付金 (平成

21年度第 1次補正予算 (1,062億円)において対応。 (平成23年度まで)



第7障 害者支援の総合的な推進

障害があつても当たり前に地域で暮らし、地域の一員として共に生活できる社会を実現する

ため、障害者制度改革の検討を進めることと併せて、良質な障害福祉サービスの確保や地域

生活支援事業の着実な実施、精神障害者や発達障害者への支援施策の推進等を図る。

■

１ 障害福祉サービスの確保、

推進

地域生活支援などの障害者支援の

1兆 1,904億 円(1兆 901億円)

(1)良質な障害福祉サービスの確保 492億円(5,719億 円)
グループホーム、就労移行支

6,

障害者等が地域で暮らすために必要なホームヘルプ、

援等の障害福祉サービスを計画的に確保する。

(2)地域生活支援事業の着実な実施 460イ意円 (440億円)

移動支援やコミュニケーション支援など障害者の地域生活を支援する事業について

市町村等における事業の着実な実施及び定着を図る。

また、障害者の地域移行 。地域生活支援のための緊急体制整備として、市町村によ

る地域移行推進重点プラン (24時間緊急対応や緊急一時的な宿泊等、障害者が地域で

安心して暮 らすための地域支援策を盛 り込んだプラン)を作成するとともに、これに

基づき、面的な障害者の地域生活支援体制の整備を進める。

(3)障害者に対する良質かつ適切な医療の提供  2,106億 円 (1,954億円 )
心身の障害の状態の軽減を図る自立支援医療 (精神通院医療、身体障害者のための

更生医療、身体障害児のための育成医療)を提供する。

※ 自立支援医療の利用者負担のあり方については、年末に向けて引き続き検討する。

(4)障害福祉サービス提供体制の整備         136億 円 (124億円 )

障害者の地域移行 。地域生活支援の充実を図るため、生活介護や就労継続支援等の

日中活動に係る障害福祉サービスの基盤整備を推進する。

また、障害者の住まいの場であるグループホーム等の緊急整備を図る。

(5)障害者虐待防止等に関する総合的な施策の推進   4.7億 円 (4.7億円 )
障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の支援を行うため、地域の

関係機関の協力体制を整備するとともに、家庭訪問や 24時間体制の相談窓口の設置、



関係機関職員への研修等による支援体制の強化を図る。

(6)全国在宅障害児・者実態調査 (仮称)の実施 4.2億円
制度の谷間のない「障害者総合福祉法」 (仮称)の検討や施行準備の基礎資料とする

ため、障害児・者 (これまでの法制度では支援の対象とならない者を含む。)の生活の

実態とニーズを把握するための調査を実施する。

(7)介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修事業(仮称)の実施

(新規)(再掲口57ページ参照) 21億円

2地域移行日地域定着支援などの精神障害者施策の推進
303億円(282億円)

(1)地域で生活する精神障害者へのアウトリーチ(言方間による支援)体制の確立

(新規) 16億円
障害者の地域移行 。地域生活支援の一環 として、未治療の者、治療を中断している

重症の患者などに対 し、アウトリーチ (訪問支援)に より、医療・保健 。福祉サービ

スを包括的に提供 し、丁寧な支援を行 うため、多職種チームによる訪問活動やこれら

に従事する者への研修等を実施する。

(2)精神障害者の地域移行日地域定着支援の推進 6.7億円 (1,7億円)
「入院医療中心から地域生活中心へ」という基本理念に基づき、都道府県等におい

て、精神科病院の入院患者に対する退院促進に向けた啓発活動や対象者が退院に向け

て行 う準備への支援などを行 う地域移行推進員の配置などにより、精神障害者の退院

促進及び地域定着に向けた事業を実施する。

(3)認知行動療法の普及の推進 98百万円
うつ病の治療において有効性が認められている認知行動療法の普及を図るため、従

事者の養成を拡充する。

※認知行動療法 :う つ病になりやすい考え方の偏りを、面接を通じて修正していく療法。

(4)精神科救急医療体制の整備 20億円(23億円)
精ネ申疾患をもつた救急患者が地域で適切に救急医療を受けられるよう体制の充実に

取 り組むとともに、精神科救急医療施設における空床確保を進めることにより、精神

科救急医療体制の整備を推進する。



(5)心神喪失者等医療観察法の医療提供体制の確保  254億 円 (235億円 )
心神喪失者等医療観察法を適切に施行するため、指定入院医療機関の確保を行うと

ともに、入院から通院を通じた継続的な医療の提供と社会復帰の促進を図る。

3発達障害者等支援施策の推進 7.8億円 (7.5億円 )

(1)発達障害者の地域支援体制の確立 2億円(2億円)

自閉症や学習障害、注意欠陥多動性障害などの発達障害のある者及び家族に対 し、

ライフステージを通 じた一貫した支援体制の強化を図るため、都道府県、指定都市に

おいて、ペア レン トメンターの養成 とその活動をコーディネー トす る者の配置、アセ

スメン トツールの導入を促進する研修会の実施等を行 う。

※ペアレントメンター :発達障害者の子育て経験のある親であって、その経験を活かし、子どもが発
.           

達障害の診断を受けて間もない親などに対 して相談に乗つた り、助言を行つた

りする者のことをいう。

※アセスメン トツール :発達障害を早期発見し、その後の経過を評価するための確認票のことをいう。

(2)発達障害者 の支援手法 の開発や普及啓発の着実な実施

3.9億円 (5.4億円 )

発達障害者一人一人のニーズに対応する一貫 した支援を行 うことができるよう、先

駆的な取組を通 じて有効な支援手法を開発・確立するとともに、発達障害者支援に携

わる専門的な人材の育成や、発達障害情報センターによる全国の関係機関等への情報

提供を行 う。

また、発達障害支援施策に関し、総合的かつ先駆的な取組を行 う市町村を指定し、

その内容をマニュアルやプログラムとしてとりまとめ情報発信することにより、全国

的な取組の促進を図る。

さらに、「世界自閉症啓発デー」(4月 2日 )を契機に、自開症をはじめとする発達障

害に関する正 しい知識の浸透を図るための普及啓発を行 う。

(3)発達障害者等の支援のための巡回支援専門員の整備 (新規 ) 1.6億円

発達障害等に関し正しい知識を有する専門員が、保育所等の子どもやその親が集ま

る施設・場を巡回し、施設のスタッフや親に対し、障害の早期発見・早期対応のため

の助言等の支援を行 う。

(4)高次脳機能障害者の支援体制の確立       29百 万円 (12百万円 )

各都道府県が整備する支援拠点機関において、高次脳機能障害者やその家族に対す



る情報提供、相談業務等を行 うとともに、ネシトワークの強化により適切な診断、訓

練、リハビリテーションが行えるよう体制の確立を図る。

また、国立障害者 リハビリテーションセンターにおいて、新たに高次脳機能障害情

報 。支援センターを設置し、全国連絡協議会、シンポジウム等の普及啓発活動や情報

の収集・提供を行 うとともに、都道府県の支援拠点機関に対する指導・助言を行 うな

ど、中央拠点として総合的な支援を行 う。

4障害者に対する就労支援の推進 (再掲・44ページ参照)
238億円(230億円)

(1)雇用率達成指導、地域の就労支援の強化等

(2)障害特性や働き方に応じた支援策の充実“強化

(3)障害者の職業能力開発支援の強化

(4)「工賃倍増5か年計画」の着実な推進

79イ意円(81億円)

27億円(21億円)

59億円(60億円)

6億円(7.9億円 )
‐
都道府県や事業所が行つている効果的な事業の促進及び複数の事業所による共同受

注窓口組織の整備に対する補助を行 う。

また、平成 23年度は、工賃倍増 5か年計画の最終年度にあたることから、各都道府

県においてこれまでの取組の検証を行 う。



第8安 心して働くことのできる環境整備

国民が未来に対し希望を持つて安心して働くことのできる社会の実現のため、最低賃金の

引上げの推進、ワークロライフ・バランス対策労働者の心身の健康確保のための対策等を実

施する。

1最低賃金の引上げ 68億円 (6.6億円 )

(1)最低賃金引上げに向けた中小企業への支援 (新規) 62億円
雇用戦略対話における合意を踏まえ、労使関係者とも調整を行いつつ、最低賃金の

引上げの円滑な実施を図るため、中小企業応援センター (中小企業庁委託事業)及び

地域の中小企業団体に、生産性の向上等の経営改善に取 り組む中小企業の労働条件管

理などの相談等にワンス トップで対応する相談窓口を設けるとともに、業種別中小企

業団体が賃金底上げを図るための取組等を行 う場合に助成を行 う。

また、最低賃金の引上げに先行して、賃金を計画的に 800円以上に引き上げる場合

の奨励金を支給 (15万円～70万円)するとともに、当該計画に併せて省力化設備の導

入等を行 う場合に助成 (1/2)を行 う。 (平成 23年 4月 1日 現在の最低賃金額が 680円

以下の県を対象 )

(2)最低賃金の遵守の徹底 5.9億円(6.6イ意円 )
最低賃金の引上げに伴い、各種広報媒体の活用による周知及び最低賃金の履行確保

上問題があると考えられる地域、業種等の事業場を対象として監督指導を実施するこ

とにより、国民に対して最低賃金の周知・徹底を図る。

2ワークロライフロバランス対策 118億円(121億円 )

(1)育児休業、短時間勤務等を利用しやすい職場環境の整備

(再掲・43ページ参照)              98億 円(98億円 )

(2)年次有給休暇の取得促進、労働時間の短縮      17億 円(20億円 )

労使の自主的な取組を促進するため、年次有給休暇の計画的付与制度の導入や長時

間労働の抑制等の具体的な取組方法について業種、企業の特性に応じたコンサルティ

ングを実施するなどきめ細かな技術的援助を行う。また、労使が話し合って年次有給



休暇の取得率向上に取 り組み顕著な成果を上げた事業主に対する助成の充実を図ると

ともに、長時間労働が認められる事業主に対して重′点的な監督指導を行う。

(3)短時間正社員制度の導入口定着の促進 (7部再掲・39ページ参照 )
1.5億 円 (1.5億 円)

短時間正社員制度の導入。定着を促進するため、助成措置による支援とともにt導

入企業の具体的事例に基づくノウハウの提供等を行う。

(4)適正な労働条件下でのテレワークの推進 45百万円(60百万円 )

テレワーク相談センターにおける相談対応やテレワーク ,セ ミナーの開催とともに、

テレワークを導入 している企業の事例を盛 り込むなどにより、適切な労働時間管理を

行 うためのマニュアルを作成し、これらの活用を通じて適正な労働条件下でのテレワ

ークの普及促進を図る。

(5)良好な在宅就業環境の確保 42百万円 (63百万円 )

良好な在宅就業環境の整備を図るため、「在宅ワークの適正な実施のためのガイ ドラ

イン」の周知を図るとともに、在宅就業者等に対するスキルアップ支援等や在宅就業

の仲介機関、在宅就業者それぞれの連携等を促進する。

3労働者の健康確保対策 69億円(56億円)

(1)メンタルヘルス対策の推進 36億円(30億円)

メンタルヘルス不調の発生防止のため、職場におけるス トレス等の要因に対して、

働 く方や職場において適切な対応が実施されるようにするとともに、事業場に対する

支援体制の整備を行 う。また、業務上のス トレスにより精神障害にり患した労働者に

対する労災認定の迅速化を図るため、労災認定の基準を見直す。

(2)職場における受動喫煙防止対策の推進 (新規)        4.3億 円

事業者による職場における受動喫煙防止に向けた取組みの強化を図るとともに、効

果的な分煙対策のための技術的指導、財政的支援を実施する。

(3)機械譲渡時における機械の危険情報の提供の推進

70百万円 (27百万円)

機械使用事業場において機械設備のリスクアセスメントを円滑に行うため、機械製

造者による残留リスク等の危険情報の提供の促進を図るとともに、機械製造者の取組



みに対する支援を実施する。

(4)職場におけるイヒ学物質管理等の推進 28億円(26億円)
化学物質の適切な管理を推進するため、化学物質の危険有害性情報を記載すべき物

質の拡大、 リスク管理手法の導入等を図るとともに、石綿による健康障害の防止を図
る。

4労働関係法令の履行確保等 49億円(33億円)

(1)情報提供機能の強化(新規) 3百万円

企業や労働者に役立つ制度や施策をアピールするため、人事・労務部門の担当者等

に対してメールマガジンを発行し、各制度や施策が効果的に活用されるよう取り組む。

(2)労働関係法令の履行確保及び個別労働紛争の解決促進

20億円 (20億円 )
労働基準関係法令の履行確保のため、労働基準関係行政の強化を図る。また、増加

を続ける個別労働紛争 (lEl々の労働者と事業主との間における職場のトラブル)の円
滑かつ迅速な解決の促進を図るため、適切な窓ロサービスを実施するための体制の強

化及び一層の業務効率化を図る。

(3)働く人たちのためのルールに関する教育の実施 29百万円 (19百万円 )
増加 している個別労働紛争の未然防止、早期解決を図るため、労働者等に対 し、労

働契約法等の労働関係法令の教育、情報提供等を実施する。

(4)労働保険の適用促進及び適正徴収 (一部再掲・37ページ参照 )
17億円 (12億円 )

労働者のセーフティネットである労働保険制度の健全な運営と費用負担の公平を期

するため、労働保険の未手続事業一掃対策を推進するとともに、口座振替制度の拡大

や労働保険料の適正徴収に取り組む。特に、非正規労働者に対する雇用保険の適用範

囲の拡大 (6か月以上→31日 以上)について、事業主に対する周知等を通じて、着実
な実施に取 り組む。

(5)働きやすい職場環境の推進 (新規 ) 56百万円
職場におけるいじめ・嫌がらせに対する労使を含めた国民的な問題意識を共有する

ための気運の醸成を図る。



(6)改正労働者派遣法の円滑かつ着実な施行 (一部再掲・39ページ参照 )
9.2億円 (56百万円 )

改正労働者派遣法案が成立した場合には、日雇い派遣の原則禁止や均衡待遇、労働

契約申込みみなし制度等について、円滑かつ着実に施行するための周知。指導を行う。

また、違法派遣の適正化を図るため、指導監督を徹底する。

※ 労働者災害補償保険法に基づく業務災害及び通勤災害を受けた労働者に対する
保険給付等として9,043億円 (9,094億 円)を計上。



第9暮 らしの安心確保

自殺・うつ病対策を推進するとともに、被保護者の自立支援に向けた生活保護制度の適正

な実施、「住居」、「生活相談」などが一体となった貧困・困窮者への支援、住宅手当の支給等

により暮らしの安心を確保する。

1 自殺・うつ病対策の推進 60億円 (36イ意円)

(1)地域で生活する精神障害者へのアウトリーチ(訪間による支援)体制の確立

(新規)(再掲・61ページ参照)

(2)認知行動療法の普及の推進 (再掲・61ページ参照)

(3)地域での効果的な自殺対策の推進と民間団体の取組支援
4.2イ意円 (3.5億円 )

都道府県・指定都市に設置されている「地域 自殺予防情報センター」における専門

相談の実施のほか、関係機関のネットワーク化等により、うつ病対策、依存症対策等

の精神保健的な取組を行 うとともに、地域の保健所と職域の産業医、産業保健師等と

の連携の強化による自殺対策の向上を図る。また、自殺未遂者や自死遺族等へのケア

に当たる人材を育成するための研修を行 う。さらに、先進的かつ効果的な自殺対策を

行っている民間団体に対し支援を行 う。

(4)自殺予防に向けた相談体制の充実と人材育成 36億円(31億円)
うつ病の早期発見・早期治療につなげるため、一般内科医、小児科医、ケースワー

カーなどの地域で活動する者に対するうっ病の基礎知識、診断、治療等に関する研修

や地域におけるメンタルヘルスを担 う従事者に対する精神保健等に関する研修を行 う

こと等により、地域における各種相談機関と精神保健医療体制の連携強化を図る。

また、メンタルヘルス不調の発生防止のため、職場におけるス トレス等の要因に対

して、働く方や職場において適切な対応が実施 されるようにするとともに、事業所に

対する支援体制の整備を行う。

(5)うつ病等の精神疾患に関する国民の正しい理解の促進

75百万円 (81百万円 )

自殺との関連が強いとされるうつ病等の精神疾患に関し、ホームページ等を通じ広

く国民各層への普及啓発を行う。

16億円

98百万円



(6)自殺予防総合対策センターにおける情報提供日調査研究等の推進

独立行政法人国立精神・神経医療研究センター運営費交付金(40億 円)の内数

総合的な自殺対策を実施するため、独立行政法人国立精神 。神経医療研究センター

に設置されている自殺予防総合対策センタこにおいて、国内外の情報収集、インター

ネ ットによる情報提供、関係団体等との連絡調整を行 うとともに、医療現場でパーソ

ナ リティー障害に対応する医師や地域におけるメンタルヘルスを担う心理職等に対す

る専門的な研修等及び自殺の実態を解明するための調査を行 う。

2被保護者の自立支援に向けた生活保護制度の適正な実施

(1)被保護者の社会的な居場所づくりの支援
セーフティネット支援対策等事業費補助金(200億円)の内数

「新 しい公共」と言われる企業、NPO、 市民等と、行政 とが協働 し、社会か ら孤立す

る生活保護受給者に対す る様々な社会経験の機会の提供や、貧困の連鎖を防止するた

め、生活保護世帯の子 どもに対する学習支援を行 うなど、生活保護受給者の社会的自

立を支援する取組の推進 を図る。

(例 )。 農作業やものづくりなどの就労体験を行う事業を民間企業に委託

。公園の緑化や清掃活動などの社会参加事業を財団 。社会福祉法人に委託

・生活保護世帯の子どもに対して勉強を教える学習支援事業を NPO法人に委託

(2)就労支援員の確保

被保護者に対する就労支援の充実のため、引き続き、福祉事務所等に配置する就労
.支
援員の確保を図る。

(3)生活保護に係る国庫負担 2兆4,7o3億円(2兆2,006億円 )
生活保護を必要としている者に対して適切に保護を行 うため、生活保護制度に係る

国庫負担に要する経費を確保する。



3地域福祉の推進 136億円

(1)貧困・困窮者の「絆」再生事業 (新規) 76億円
やむなく路上生活を送っている方や地域において孤立し様々な生活課題を抱えてい

る方などに、住まいの確保や食事の提供、心や健康に関する相談を行うなどの総合的

な支援を行うNPO等の民間団体に対し、新たに活動助成を行う。 (全国で250程度
の団体)これにより、「新しい公共Jの仕組みを活用し、支援の対象となる方々の地域・

社会へのつながり (絆)の再構築を図る。

(2)生活口居住セーフティネット支援事業(新規) 60億円
「貧困 。困窮者の 「絆」再生事業」に加え、やむなく路上生活を送つている方や地

域においてflllt立 し様々な生活課題を抱えている方などに対 し、必要な生活費や債務整

理費用等を融資 (生活福祉資金)することにより、生活・居住セーフティネットを強
化する。

4就 労自立を支える「居住セーフティネット」の整備

雇用と住居を失った者等の住居の確保を図り就労自立を支援するため、引き続き緊

急雇用創出事業臨時特例基金による住宅手当の給付等を行 う。



第10各種施策の推進

1「少子高齢社会の日本モデル」の検討 (新規)  1.2億 円

諸外国に例を見ないスピードで少子高齢社会に突入した日本における世界の模範となる

社会モデルとして「少子高齢社会の日本モデル」を策定し、国民と共有することが必要である

ため、「いきいきと働く(働き手を増やす)」 、「地域で暮らし続ける」、「格差
。貧困を少なくする」、

「質の高いサービスを利用する」、「費用を分担し合う」といった観′点から、医療、介護、福祉 t

雇用、年金等の各制度が相まって、国民一人一人が安心して暮らせる社会の姿を検討する。

2国 際社会への貢献 169億円(216億円 )

(1)国際機関を通じた国際協力の推進

①世界保健機関(WHO)等を通じた国際協力等の推進

(2)外国人労働者問題等への適切な対応

①新たな技能実習制度の適切な実施

G8/G20サ ミット等で合意された母子保健対策の強化を含む国連ミレニアム開発
目標 (MDGs)の 達成に向けた取組や、アジア地域やアフリカ地域における新型インフル

エンザ・HIV等の感染症対策事業、保健システム強化事業、食品安全 。医療安全事業

等を、世界保健機関等への拠出等を通じて推進する6

②国際労働機関(lLO)等を通じた国際協力等の推進 4.4億円 (1 8億円 )

G20サミット首脳声明、ApEC首脳会議宣言等において合意された「社会セーフテ

ィネット」構築の支援のため、我が国の蓄積する経験・知見を活用し、国際労働機関

(ILO)の専門性、ASEANのネットワーク等を活かした「アジア社会セーフティネッ

ト構築支援プログラム (仮称)」 構築を実施し、社会セーフティネット構築のための

アジア・太平洋の域内協力体制の構築を、国際労働機関 (ILO)等への拠出を通じて

推進する。

18億円 (16億円)
14億円(14億円)

30億円 (36億円)
4.4億円(53億円)

監理団体及び実習実施機関に対する巡回指導の強化、技能実習生に対する母国語相

談の充実等により、適正で実効ある技能移転に向けて制度を実施する。また、労働基準

監督機関においても、技能実習生の労働条件の確保のための重′点的な監督指導を実施す

る。



②外国人労働者問題等への適切な対応 22億円 (27億 円 )

増加する外国人労働者からの相談等に適切に対応するための体制を整備するとと

もに、外国人労働者の労働条件の確保等のため、的確な監督指導、関係機関との効果

的な連携等を推進する。

③開発途上国の職業訓練指導員の能力向上に向けた支援(新規) 28百万円

急速に工業化、グローバル化が進んでいる開発途上国における「人づくり」に協力

するため、開発途上国の在職職業訓練指導員を我が国の指導員訓練施設等に受け入れ、

能力向上のための訓練を実施する。

3経 済連携協定の円滑な実施 8.5イ意円(8.7億円)

経済連携協定に基づき外国人看護師・介護福祉士候補者を円滑かつ適正に受け入れる

ため、看護・介護導入研修を行うとともに受入施設に対する巡回指導や 日本語の継続学習の

支援を行う。また、新たに介護分野の専門的な知識等を習得するための通信添削指導や集

合研修を実施する。

4社会保障分野における情報連携基盤の整備
3.5億円 (1億円 )

社会保障 。税に関わる番号制度の検討に資するものとし、社会保障分野における情

報化・情報連携を一層推進する観′ほから、ICカ ー ドを活用した実証事業の成果を踏ま

えつつ、情報連携のための基盤に求められる技術的要件の明確化 。技術開発等並びに

制度面の検討を行 う。

5科学技術の振興 1,510億円(1,487億円)

第 4期科学技術基本計画 (平成 22年度末に策定予定)の検討状況や新成長戦略 (平

成 22年 6月 18日 閣議決定)を踏まえ、難病やがん等の疾患克服による健康寿命の延

伸等を目的に、「健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジェク ト」を

進めるなど、ライフ・イノベーション (医療・介護分野革新)を推進するための科学
研究等を実施する。



6戦傷病者口戦没者遺族、中国残留邦人等の援護等
440億円(462億円)

(1)戦没者慰霊事業の推進 27億円(14億円)
「硫黄島における遺骨収集のための特命チーム」の検討に沿つて、硫黄島における

特別対策事業を実施する他、旧ソ連地域やフィリピンなどその他の地域においても可

能な限り速やかに遺骨が御帰還できるような取組を行 う。

(2)戦傷病者等の妻に対する特別給付金の支給 (支給事務費)  44百 万円
新たに戦傷病者等の妻となつた者等に対して特別給付金を支給する。

(3)中国残留邦人等の援護等 116億円(116億円)
中国残留邦人等への支援策を着実に実施する他、戦没者等援護関係資料について、

資料の公開と後世への伝承等を図るため、資料の電子化等国立公文書館への移管に向

けた取組を推進する。

7原爆被爆者の援護 1,474億円(1,550億 円)

高齢化が進む原爆被爆者の援護施策として、医療の給付、諸手当の支給、原爆養護

ホァムの運営、調査研究事業など総合的な施策を引き続き推進するとともに、原子爆

弾小頭症患者や家族の方々への相談体制を整備する。

8ハンセン病対策の推進 405億円(407億円)

「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」等に基づき、ハンセン病療養所の入

所者に対する必要な療養の確保、退所者等に対する社会生活支援策、偏見 。差別の解

消のための普及啓発等の施策を着実に実施する。また、ハンセン病療養所における歴

史的建造物等の保存等に向けた取組を推進する。



9薬物乱用口依存症対策の推進 9.2億円 (9.7億円 )

(1)取締体制の強化等                7.2億 円 (7.5億 円 )

巧妙化かつ広域化する麻薬・覚せい斉1。 大麻等の薬物事犯に迅速かつ的確に対応す

るため、取締体制を強化する。また、青少年等の薬物乱用防止のため、より効果的・

効率的な啓発活動を実施する。

(2)薬物等の依存症対策の推進 87百万円 (89百万円 )

地域における薬物・アルコール依存症対策を推進するため、都道府県等が「依存症対策

推進計画」を策定し、その計画に基づいた依存症対策事業を実施するとともに、依存症者の

社会復帰支援を強化するため、関係者の資質向上を図る。

10水道事業の適切な運営と国際展開の推進
387億円 (47¬ 億円)

(1)水道事業の適切な運営 386億円(471億円)
水道施設の耐震化 と適切な更新を進める (基幹管路の耐震化率 28%:平成 20年度 )
とともに、水道水による健康リスク低減のため、引き続き水道水質基準の検討、水質検

査体制の精度確保を図る。

(2)水道事業の国際展開の推進 49百万円 (22百万円 )
「新成長戦略 (平成 22年 6月 18日 閣議決定)」 を踏まえ、アジア諸国における官民

連携による水のインフラ整備を支援するため、アジア各国の水道協会との連携等によ

る情報収集・海外ネットワーク機能の強化や、日本の水道技術の国際標準化に向けた

取組を推進する。

11 生活衛生関係営業の指導及び振興の推進
24億円(22億円)

行政刷新会議及び行政事業レビューの評価結果を踏まえ、生衛法の趣旨 (経営の健

全化、衛生水準の向上及び消費者の利益保護)及び現場の政策ニーズを踏まえ補助金
の在り方をゼロベースで見直し、生活衛生関係営業への支援を実施する。



平成 23年度厚生労働省予算概算要求の主要事項T覧表     |

(単位 :百万円)

項目 主要事項
平成 22年度

額算予

平成 23年度

要求・要望額

第 安心して子どもを産み育

てることのできる環境の

整備

信頼できる年金制度に向

けて

厳 しい経済環境下におけ

る雇用・生活安定の確保

質の高い医療サービスの

安定的な提供

健康で安全な生活の確保

第 2

第 3

第 4

第 5

子ども手当の充実

待機児童の解消に向けた保育サービスと放課後児童対策等

の充実

3 出産に関わる経済的負担の軽減

4 母子保健医療対策の充実

5 ひとり親家庭の総合的な自立支援の推進

6 児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実

7 育児休業、短時間勤務等を利用しやすい職場環境の整備

1 年金記録問題への取組

2 日本年金機構の円滑な運営の確保等

3 安心・納得できる年金制度の構築

1 ハローワークを拠点とした積極的就労・生活支援対策 (ポ

ジティブ・ウェルフェアの推進)

2 非正規労働者の多様な形態による正社員化の推進対策

3 人材ニーズに対応した職業能力開発の充実強化

4 若年者の就職促進、自立支援対策

5 女性の就業希望等の実現

6 いくつになっても働くことができるようにする対策

7 障害者に対する就労支援の推進

8 地域雇用創造と雇用支援

1 国民皆保険制度の堅持

2 質の高い医療サービスの確保

3 革新的な医薬品。医療機器の開発促進

1 がん対策の総合的かつ計画的な推進

2 肝炎対策の推進

3 新型インフルエンザ等感染症対策と予防接種制度の見直し

4 難病などの各種疾病対策、移植対策及び生活習慣病対策の

推進

5 健康危機管理対策の推進

6 医薬品・医療機器の安全対策の推進等

7 食の安全・安心の確保

1,472,228

457,468

10

31,750

179,926

89,673

9,802

90,992

305,839

125,991

325,517

8,066

49,524

43,105

12,637

38,573

22,991

770,786

440,593

74,307

24,676

31,604

23,643

18,956

222,792

712

10,687

14,720

1, 737,532

482,559

37,250

189,116

90,548

9,822

134,387

359,922

445,967

278,214

10,

17,333

47,553

47,169

12,672

31,354

23,807

464,005

9,927,336

69,767

23,520

54,095

24,411

15,815

235,330

564

10,432

12,855



第 6

第

第

良質な介護サービスの確

保

障害者支援の総合的な推

進

安′とヽしてイ軌くことのでき

る環境整備

第9 暮らしの安心確保

各種施策の推進第

1 地域包括ケアの推進

2 安心で質の高いサービスの確保

1 障害福祉サービスの確保、地域生活支援などの障害者支援

の推進

2 地域移行・地域定着支援などの精神障害者施策の推進

3 発達障害者等支援施策の推進

4 障害者に対する就労支援の推進

1 最低賃金の引上げ

2 ワーク・ライフ・バランス対策

3 労働者の健康確保対策

4 労働関係法令の履行確保等

1 自殺・うつ病対策の推進

2 非保護者の自立支援に向けた生活保護制度の適正な実施

3 地域福祉の推進

4 就労自立を支える 「居住セーフティネジト」の整備

1 「少子高齢社会の日本モデル」の検討

2 国際社会への貢献

3 経済連携協定の円滑な実施

4 社会保障分野における情報連携基盤の整備

5 科学技術の振興

6 戦傷病者・戦没者遺族、中国残留邦人等の援護等

7 原爆被爆者の援護

8 ハンセン病対策の推進

9 薬物乱用・依存症対策の推進

10 水道事業の適切な運営と国際展開の推進

11 生活衛生関係営業の指導及び振興の推進

4,448

2,192,197

1,090,081

28,232

749

22,991

656

12,050

5,595

3,266

3,569

21,584

869

102

148,733

46,162

154,975

40,708

969

47,099

2,154

18,651

2,301,568

1,190,387

30,333

782

23,807

6,799

11,755

6,858

4,860

5,960

600

123

16,908

845

348

151,049

43,996

147,446

40,539

917

38,696

2,404



平成23年度予算概算要求の主要事項 :追加配布分

大臣官房会計課

平成 23年度厚生労働省関係財政投融資資金要求の概要

(単位 :億円 )

区 分
度
額
年２２
画

成平
計

度
額
年２３
求
成平
要

摘 要

○独立行政法人福祉医療機構

○株式会社 日本政策金融公庫

○独立行政法人国立病院機構

〇国立高度専門医療研究
センター

○独立行政法人医薬基盤研究所

2,487

1,400

倹
υ

39

3,070

1,400

571

53

民間の社会福祉事業施設及び医療施設等
に対する融資

生活衛生関係営業者に対する融資

老朽建替整備、再編成整備等

独立行政法人国立がん研究センター
・独立行政法人国立がん研究センター中央
病院外来改修整備、医療機器整備等

独立行政法人国立国際医療研究センター
・独立行政法人国立国際医療研究センター

国府台病院外来管理治療棟更新築整備等

△
計 4,493 5,094



区 分 等容内釜
ロ

改

独立行政法人福祉医療機構

福祉医療貸付事業 貸付条件の改善等

【福祉貸付】
(1)木材利用による施設整備及びエネルギー効率が高い設備の整備などエコ対策に
係る融資率等の優遇措置

(2)一般財源化された老朽施設の改築整備に係る融資率等の優遇措置

(3)土地を購入し施設整備をする場合の償還期間の延長

(4)小規模組織に対する経営資金の貸付

(5)災害時等の一時的な資金需要に対する経営資金の貸付     等

【医療貸付】
(1)病院の建物整備に係る貸付の償還期間の延長

(2)病院の耐震化施設整備に係る融資率等の優遇措置

(3)社会医療法人に係る融資率等の優遇措置

(4)新型インフルエンザなどの発生による施設機能のマヒに対する融資条件の緩和

(5)地球温暖化対策施設整備等に係る融資率の引き上げ及び償還期間の延長
等

株式会社日本政策金融公庫

生活衛生資金貸付 貸付条件の改善等

(1・ )振興事業貸付の貸付条件の拡充

(2)振興事業貸付に係る特別利率適用施設設備の追加



平成 23年度厚生労働省関係財政投融資資金計画の原資の内訳   (参考)

(単位 :億円)

区 分

平成 22年度

計 画 額

平成 23年度

要 求 額

独立行政法人福祉医療機構

(注 1)

2,487 2,083 404

(330)

3,070 2,653 417

(370)

株式会社 日本政策金融公庫

(注 2)

1,400 1,400

独立行政法人国立病院機構

(注 1)

563 246 317

(50)

290 281

(50)

国立高度専門医療研究

センター

1 3

独立行政法人国立がん研究

センター

独立行政法人国立循環器病

研究センター

|

1独立行政法人国立国際医療

ヒ研究センター

3

8

3

7 1

l

0

2

独立行政法人医薬基盤研究所 4 4 0 0 0

計

(注 1)

4,493 2,371 722

(380)

5,094 2,993 701

(420)

(注 1)自 己資金等の欄の ()書は、財投機関債の発行額 (自 己資金等の額の内数)で ある。
(注 2)原資については、株式会社日本政策金融公庫 (国民一般向け業務)に一括計上している。



:※厚生労働省の予算概算要求について、「主な新規事項」、「少子高齢社会を克服する日本モデル」に沿つた新た
: な施策の説明を行うものである。

厚 生 労 働 省



平成23年度厚生労働省予算概算要求の主な新規事項 (順不同 )

て瞑糖雲ゝ

(地域医療支援センター (仮称)運営経費 )
○医師の地域偏在を是正するため、新たに地域医療支援土≧生r(仮称)を全ての都道府県に設置

【17億円】

全ての相;道府県に新たに 「地域医療支援センター (仮称)」 を設置し、地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援、

1矢 miィく足病院への医miの派遣調整 。あつせん (11料職業紹介)1)を 行うために必要な経費に係る財政支援を行 う。

(1都道府県・ 1た り36F「 万「 ]を上限)

(子宮頸がん予防事業 )

○次世代の女性のがんを予防するため、子宮頸がん予防ワクチン事業への初の国費による助成

市町村が実施する子宮頭がん予防ワクチン事業等に要する費用の 劇:を新たに助成するこ
(補i助 先 :市町村、補i助率 :定額 (13‖1,笥 ))

(働 く世代への大腸がん検診事業 )

【150億円】

【55傷議F可】
市町村が実施する大腸がん検査キットのIF[接送付による大腸がん検診推進事業に要する費用の一部を新たに助成す

る..(補 i助先 :市町村、補助率 :1/.2)

(国民の安心を守る肝炎対策の強化事業 )

○国民の安心を守る肝炎対策として、肝炎ウイ2堕丞検査の未量検萱や肝炎治療の対象者の方々に、早期発

見・早期治療に資する各種支援等を実施 【39中壼FЧ】
[J内最大級の感染JIFであるB型肝炎及び C Fll月 F炎について、個別通知J等による肝炎ウイルス検査の促進、発見後の適
りJな治療を促す各種支援事業を実施すること等により、子ll期発見 。lll切治療を促進するし

(補i助先 :「 |「‖r村、補助率 :定額 )



(フ ィブリノゲン製剤納入先の医療機関への訪間による調査事業)

OC型肝炎ウイルスに感染したおそれがある方への受診勧奨を進めるため、フィブリノゲン製剤を納入した厚
生労働省所管の全ての医療機関と全ての国立大学病院に対し、同省職員による訪間調査を実施 (平成23年度

:159か所)                                    【20百万円】

(最低賃金の引上げに向けた中小企業への支援事業)

○最低賃金800円以上の実現に向けたワンストップ相談窓回の設置 口奨励金制度の創設      【62億円】
。中小企業応援センターや地域の中小企業団体に、最低賃金の引上げに向けて生産性の向上等の経営改善に取 り組む中小企

業の労働条件管理などの相談等にワンス トップで対応する相談窓口を設け、業種別中小企業団体が賃金底上げを図るため

の取組等を行 う場合に助成を行う。

。最低賃金引き上げに先行して、賃金を計画的に800円 以上に引き上げる場合の奨励金の支給や、当該計画に併せて省力

化設備・器具の導入等を行う場合に経費の一訂;について助成を行 う。

奨励金 :15万円～70万円、助成率 :1/2(平成23年 4月 1日 llt在の最低賃金額が680円 以下の県を対象)

(求職者支援制度の創設 )

○生活支援の給付を受給 しながら職業訓練が受けられる制度 (求職者支援制度)を創設・恒久化 し、成長力を

支える トランポリン型社会を構築

・雇用保険を受給できない方々に、無料の職業訓練とその間の給付金を支給する。

・ハローワークにおいて、訓練終了後の就職の実現に向けて、きめ細かな支援が必要と1判断される方に対する担当者制によ

るマンツーマン支援を実施する。



(新卒者のための就職実現プロジェクト)

01万人以上の正規雇用化を目指し、新規学卒時に正規雇用として就職できなかつた方を採用する企業に奨励

金を支給                                       【73億円】

・卒業後 3イ li以内の既卒者 :IE規′雇用からイか月後に100万円

。新卒者 :イ「期″[り |]期間 (原則3か 月)1人 月10万 Pl及びその後の正規雇用から3か月後に1人 50万 円

(フ リーター等の正規雇用化の推進)

○ハローワークでのマンツーマンによるフリーターの方々への手厚い個別支援や、フリーターの方々を一定の

有期雇用を経て正規雇用で積極的に採用する企業への奨励金を拡充             【256億円】

・ハローワークに就職支援ナビゲーターを配置 (398名 )し 、担・ 1者制による個別支援を徹底する。

・フリーターの方々を一定の有期雇用を経て正規雇用で採用する企業に対する奨励金を拡充する。

イJ‐期″[用 :1人1万円 (lt大 3か 月)、 その後正規雇用へ移行 した場合 :中小企業100万 1]、 大企業50万 円

対象者 :25歳以 11～ 10歳未満 → 40歳未満

<子育て>
(子ども手当の充実 )

○子ども手当を上積み

中学校修 J´前の子どもを対象に支給されている 1な ども手当について、財源を確保しつつ、既に支給 している子ども手当「1

万3「円」から_L積みする3 11積み分については、地域の実情に応 じて、現物サービスにも代えられるようにする。

(不妊に悩む方への特定治療の支援事業)

○不妊に悩む方への医療費助成を充実                           【119億円】

不妊治療の うち経済的負lHが 重い体外受精等について、助成を拡充する。

1年度あたり2[1、 通算5イ ll→ 1年度あたり3回、通算5年、通算10回を超えないものとする。また、所得制限も緩和。

4



(平和を祈念するための硫黄島の特別対策)

○国内最多数の御遺骨が眠る硫黄島において、政府一体となつた御遺骨の帰還や戦没者の慰霊を推進

【16輩義F可】

<障害者>
(障害者の地域移行・地域生活支援のための体制の緊急的な整備事業)

○障害があっても地域で暮らせるために、_24時間堅息対応等の体制整備、83万人分のグループホーム等の整

備や全ての都道府県での在宅精神障害者へのアウトリーチ (訪間支援)を実施        【126億円】

<介護>
(家族介護者支援 (レスパイトケア)の推進)

「お泊まリデイサービス」を整備 (全国8,000床 ) 【100億円】

(24時間地域巡回型の訪間サービスの実施)

024時間365日 、在宅の要介護高齢者1聖四菫生土

「

ヒ乙上提供するため、短時間の巡回訪間や、緊急通報を受

けて随時対応を行う「24時間地域巡回型訪問サービス」を実施 (全国100箇所)       【28億円】

(認知症高齢者グループホーム等の防災補強等の支援事業)

○高齢者の安全と個室ユニット化の推進のため、既盗Ω認知症高齢者グルァプホーム等の老朽化に伴う修繕や

防災対策上必要な補強改修等の萱□の支援や、既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修の費用の支援

を実施                                         【80億円l
b



(徘徊・見守りSOSネ ットワニク構築事業)

QgL徊高齢童り捜索口通報・保護や見守りに関する市民参加型のネットワーク作り等を推進   【10億円】
徘徊高齢者の捜索・通報・保護や見守りに「xlし 、17民が幅広く参加するネットワークづくりを進めるとともに、実効性の

あるネットワーク構築のための模擬訓練の実施や市民を対象とした徘徊見守りに協力するためのボランティアの育成を行う。

<年金>
(年金記録に関する紙台帳とコンピュータ記録との突合せ )

〇年金記録に関する紙台帳とコンピューター記録との突合せを促進 (全体の25～ 3割)     【876億円】

(新たな年金制度の創設に向けた検討 )

○安心・納得できる新たな年金制度の創設に向けた検討のため、国民の各層の方々との対話、意見聴取等を実

【1.5億円】施

<                            > 【233傷臣H】
(注)研究開発推進、サービスの基盤強化など、医療・介護・健康分野において革新・課題解決を目指す取組

(難病・がん等の疾患分野の医療の実用化のための研究事業 )

○革新的な医療の実現を図るため、難病やがん、肝炎、精神疾患など社会的影響が大きい疾病の原因解明や再

生医療技術の臨床実現化のための研究等を推進

(※  うち26億円は、日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業を重複計上)
【95中隷R】

(日 本発のがんワクチン療法による革新的がん治療の開発事業)

○がん患者が仕事とがん治療を両立できるような日常生活の質の向上のため、日本発のがんワクチン療法の

実用化に向けた大規模臨床開発研究を強力に推進                      【30億円】



(世界に先駆けた革新的新薬・医療機器創出のための臨床試験拠点の整備事業)

〇世界に先駆けた革新的新薬・医療機器を創出するための拠点となる医療機関において、臨床試験等を実施

する体制を整備                                    【51億円】

日本発の革新的な医薬品。医療機器を創出するため、世界に先駆けてヒトに初めて新規薬物・機器を投与・使用する臨

床試験等の実施拠点となる医療機関の必要な経費について員オ政支援を行 う (5か所整備予定)。

(先端医療技術等の開発・研究の推進事業 (国立高度専門医療研究センター))
○国立高度専門医療研究センターの豊靱 数及び高度な専門性を活用した先端医療技術等の開発 口研究

を推進。                                       【70億円】

(※ うち4億円は、 日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略 J「業を重複計上 )

日本発の革新的な医薬品、医療技術の開発に資するため、研究の基礎となるバイオリソース (濾i)を蓄積 し、医薬品、

医療機器等の開発を行 うとともに、研究成果の迅速な実用 fヒを図るための知的財産管理の体制整備を行 う。

(注)バイオリソースとは、研究開発のための材料として用いられる血L液、組織、細胞、DNAと いった生体試料、さら
にはそれらから生み出された情報等のこと。

(日本発シーズの実用化に向けた医薬品・医療機器に関する薬事戦略の相談事業)

○国内の大学・ベンチヤー企業等に埋もれているシーズ (医薬品・医療機器の候補となる物質等)を拾い上

げ、画期的な医薬品・医療機器の創出に繋げるための支援を戦略的に実施          【5億円】

日本発シーズの実用化のため、産学官 一体となった取組を進め、大学・ベンチャー等における医薬品 。医療機器候補選

定の最終段階から治験に至るまでに必要な試験 。治験計画策定等に関する薬事戦略相談を実施する。



(医療情報データベース基盤の整備事業)

○医薬品等の安全対策の更なる向上を目指し、従来の企業等からの副作用報告のみでは把握できなかつた医

薬品等の安全性情報を正確かつ詳細に情報収集するため、新たに1,000万人規模のデータベースを構築

【11億円】

レ:薬品等の安全対策を推進するため、全国の大学病院等5か所において、電子カルテ等のデータを活用した医療情報

デー タベースを構築 し、1,000万 人規模のデータ収集を行う

(福祉用具・介護ロボット実用化の支援事業 )

○福祉用具・介護ロボット等の実用化を支援立五上坐二五生段階にあ昼機器等について、利用する方々の状

態や使用する環境にも着日した臨床的評価や介護保険施設等でのモニター調査 (20件の機器を目処)を実

【2億円】並



平成23年度厚生労働省予算 (一般会計)概算要求の姿

(22年度当初予算額)

27リヒ5,561術事F可

(23年度要求甲要望額)
28兆 7′954億円

(対22年度増額)

(+1兆 2′393億円 )

(単位 :億円)

区  分 平成22年度予算額

(A)

平成23年度要求 (要望)
額

(B)

増▲減額

(B)― (A)

年金・医療等
に係る経費等

262,652 275,012 12,359

翫
費
組
経

12,909 11,655 Al,254

元気な日本

復活特別枠
1,287 1,287



平成23年度 厚生労働省概算要求のフレーム

マニフェス ト施策財源見合検討事項

○ 子ども手当1.3万円の上積み分
O 雇用保険国庫負担本則戻し
○ 求職者支援制度

自然増 +1兆2,400億 円

年金 口医療等に係る経費等

22年度 26.3兆円

年金国庫負担は1/2で要求。
ただし、財源は予算編成過程で検討。

「元気な日本復活特別枠」

要望基礎枠 1,287億円

※優先順位を付け要望

▲100/0=▲ 1,287億円 ※

総予算組替え対象経費

22年度 1.3兆円

○ 公共事業関係費
○ 人件費、義務的経費
○ 裁量的経費

※2 政府全体
「元気な日本復活特別枠」⇒ りじ円を相当程度超える額
○ 要望基礎枠 (政府全体)23兆 円
O 政策コンテス トを実施し、総理が配分を決定

※ 人件費の平年度
化等は加減算する
(+31億円)

900/6

23年度要求枠

1兆 1,655億円

※他所管との額の

調整2億円を含む。
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「少子高齢社会を克服する日本モデル」の構築に向けた第一歩

医療、介護、福祉、雇用、年金等の各制度が相まつて国民一人一人が安心して暮らせる

社会を目指し、平成23年度予算概算要求を『少子薗齢社会を克目する日本モデル』の構築

に自けた第一歩と位置付ける。

すなわち、これまでの『消費璽・保護菫社会保障Jを転換し、広く国民全体の可能性を
引き出す参加璽社会保障 (ポジティプ ロウェルフェア)の構築を目指し、下記の4つの目
的が達成できるよう、必要な施策を推進する。

・『いきいきと働く (労■に参加する)』

・ 『地域で暮らし餞ける (地域に参加する)』

・『格差・貧日を少なくする (機会の平暮を実現し。社会に参加する)』

・『質の高いサービスを利用する (健康な暮らしに参加する)』

<目的②>
地域で暮らし続ける
(地域に参加する)

参加■社会保障
(ボジティブ・ウェルフェア)

<目的④>
質の高いサ…ビスを利用する
(健康な暮らしに参加する)

く目的③>
格差・貧目を少なくする
(機会の平等を実現し.
社会に参加する) 11



概算要求の新たな施策の体系 (『少子高齢社会を克目する日本モデル』)

(※各事業等について、最も関連性の

高い「目的」に区分。)

O求職者支援制度の11設

〇新卒者のための就職実現フロ

〇フリーター等の正規雇用化のllF進

:D地域医療の確保事業

(地域医療支援センター (仮称)運営経費)
0障害者の地域移行・地域生活支援のための体制の緊急的な整
備事業

324時間地域巡回型の訪問サービス・家族介護者支援 (レスパ

イトケア)等推進事業
(家族介護者支援 (レ スパイトケア)の推進 )
(24時間地域巡回型の訪問サービスの実施 )

〇認知症高齢者グループホーム等の防災補強等の支援事業

0徘徊・見守 りSOSネ ットLヮーク構築事業 等

(目的④)質の高いサービスを利用する
(健康な暮らしに参加する)

C地域医療の確保事業
(臨床研修指導医の確保 `|「 業)

(チーム医療の実証事業)

○子宮頸がん予防 'li t

O lllく |lt代・ヽ グ)大腸がん検診 II「来

〇国民の安心を守る肝炎対策の強千ヒll「 業

○フィブリノゲン製剤納入先の医療機関への訪間による調査 1手 業

O不妊に悩む方への特定治療の支援 寸「業
○健康 1モ ノiυ )た めのライフ・イノベーションプロジェク ト

(難病 。がん等び)疾患分りjび)医療の実用化のための研究事業 )

(日 本発び)がんワクチン療法 |二 よるlt新的がん治療の開発事業)

(世界に先塀
`け

た革新的新薬・医療機器創出のための臨床試験

拠′11の 1喜‖t'1「業)

(先端医療技術年}の開発・ lll究√)IIl lll事 業 )

(日 本発シーズυ)実用 fヒに向けた医薬品 。|て療機器に関する薬 ll

戦略の111談 l・ 業)

(医療情報データベース九:1化の 1喜備i事業 )

(福祉用具・介護ロボット実用化の支援事業) 1+

参 加 型 社 会 保 障 (ポ ジ テ ィ ブ ロウ ェ ル フ ェ ア )の 確 立
格差が少な〈、何歳になつても働きたい人が働 くことができ、安心して

子どもが産め、地域で健康に長寿を迎えられる社会

(目的③)格差・貧目を少なくする
(機会の平等を実現し。社会に参加する)

O最低賃金の引上げに向けた中小企業への支援事業
0「 1治 llNと ハローワークの協定に基づく就労・生活支援
(「 filiれ脇 らヽllt労 _ 支援 Ji業 )
3創 INl・ 14Nl窮 者の「絆」再生 1手業
C生活・居住セーフティネット支援事業
0被保護者の社会的な居場所づくりの支援
〇年金記録に関する紙台帳とコンピ'ュ ータ記録との突合せ
〇新たな年金制度の創設に向けた検討
〇子ども手当の充実 等
○平和を祈念するための硫黄島の特別対策 (総理特命事項 )



『少子高齢社会を克服する日本モデル』

に沿つた新たな施策の概要
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「少子高齢社会を克服する日本モデ′

"に
沿った新たな施策の概要

(願不日)

日本モデル :

①いきいきと働く
②地域で暮らし続ける
③格差・貧困を少なくする
④質の高いサービスを利用する

事 項 名

(積極的就労・生活支援)

求職者支援制度の創設

(未就職卒業者の就職支援 )

新卒者のための就職実現プロ

ジェク ト

(731麟 F弓 )

(フ リー ター等の正規雇用化

の推進 )

フリーター等の正規雇用化の推

進

(256億円)

容

・仕事を探 している者で、雇用保険を受給できない者が、生活支援の給付を受給 しながら無

料の職業訓練が受けられる制度を創設・恒久化する。
・ハローワークにおいて、訓練終了後の就職の実現に向けて、きめ細かな支援が必要と判断
される方に対する担当者制によるマンツーマン支援を実施する。

新規学卒時に正規雇用として就職できなかった者を採用 した企業に対 し奨励金 (※ )を支
給する「新卒者就職実現プロジエクト」を実施することにより、未就職卒業者の早期就職を

促進する。
・卒業後3年以内の既卒者 :正規雇用から6か月後に100万 円
・新卒者 :有期雇用期間 (原則3か月)1人月10万円及びその後の正規雇用から3か月後
に1人50万 円

※ 8850人について、卒業後3年以内の既卒者や一定の有期雇用を経て正規雇用される未
就職卒業者の採用の普及・促進を図る。

・ハローワークに就職支援ナビゲーターを配置 し、担当者制による個別支援を徹底する。
・フリーター等を、一定の有期雇用を経て正規雇用で採用する企業に対する奨励措置の拡充

等を実施する。

※有期雇用 :1人4万円 (最大3か月)、                    ・

その後正規雇用へ移行 した場合 :中小企業100万円、大企業50万円
対象者 :25歳以上～40歳未満 → 40歳未満



事 項 名
目的② :地域で暮らし続ける
(地域に参加する)

(医師不足の解消等質の高 い

医療サー ビスの確保 )

地域医療の確保事業

(62作獣F])

(医師不足の解消 )

地域医療支援センター (仮

称)運営経費
(17億円)

佃訪長時 の確保)

臨床研修指導医の確保事業

(29億円)

(医療関係職種の活用推

進、役割拡大 )

チーム医療の実証事業

(16億円 )

(障害があつても地域で暮 ら

せるための緊急体制整備 )

障害者の地域移行・地域生活支

援のための体制の緊急的な整備

事業

(126億 円)

容

地域医療を担う人材を確保するため、都道府県に「地域医療支援センター (仮称 )」 を設置
し、地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援等を行うとともに、臨床研修指導医の確保

を通 じて臨床研修指導体制の充実を図る。また、看護師、薬剤師等医療関係職種の活用の推進
や、役割の拡大により、チーム医療を推進 し、各職種の業務の効率化・負担軽減等を図るとと

もに、質の高い医療サービスを実現する。

必要医師数実態調査の結果を踏まえ、地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援、医師
不足病院への医師の派遣調整 あつせん (無料職業紹介)等 を行うため、都道府県が設置する
「地域医療支援センター (仮称)」 の運営に係る経費について財政支援を行う (1都道府県当
たり36百万円を上限),

地域医療の中核を担う臨床研修病院において、医療の現場を担いつつ若手医師の教育を行う

臨床研修指導医を確保するため、医師不足診療科の臨床研修指導医における休日・夜間の指導
手当に係る経費について財政支援を行う (補助対象病院959か所 )。

患者への質の高い医療サービスの提供に資するよう、平成22年度に策定するチーム医療のガ

イ ドラインに基づく取組み (看護師、薬剤師等医療関係職種の活用の推進や、役割の拡大によ

るチーム医療の推進)について、その安全性や効果 (患者の回復促進、医師等の業務の効率
化 負担軽減等)を実証するための委託事業を行う (実施内容に応 じ1か所当たり770万 円を上
限),

障害があつても自ら選んだ地域で暮らしていけるよう、施設や病院からの地域移行を進め、

地域生活の支援を充実するため、

0市町村による地域移行推進重点プラン (24時間緊急対応や緊急一時的な宿泊等、障害者が
地域で安心 して暮らすための地域支援策を盛 り込んだプラン)の作成と支援体制の整備、
21地域生活の核となるグループホーム等の住まいの場の整備 (障害福祉計画の目標 :83万
人分)、

0在宅の精神障害者へのアウトリーチ (訪間支援)事業 (47都道府県で実施)を、
緊急的かつ総合的に行うこととし、これらの事業に係る経費を支援する。
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事 項 名
(住み慣れた地域での高齢者
の安心な暮らしの実現 )

24時間地域巡回型の訪間サービ
ス・家族介護者支援 (レスパイ
トケア)等推進事業
(128億円)

(家族介護者の負動

家族介護者支援 (レスパイト
ケア)の推進
(100億円)

(在宅介護支援 )

24時間地域巡回型の訪問
サービスの実施
(28詢獣F])

(高齢者の安全の確保と個室
ユニット化の推進 )

認知症高齢者グループホーム等
の防災補強等の支援事業
(801議 F弓 )

(高齢者を見守る地域社会の

実現 )

徘徊・見守りSOSネ ットワーク
構築事業
(10億円)

容

高齢者が、住み慣れた地域で在宅生活を継続できる社会の構築のため、24時間365日 必要な

時に必要なサービスを提供するための基盤整備を進めるとともに、多様な二―ズに応える包括

的なサービス提供体制を、身近な地域で構築する。

家族介護者の負担軽減を図るため、デイサービス等で宿泊・長時間の預かりを行う「お泊ま

リデイサービス」の実施のため必要な整備を行う。 (8,000床 )

在宅の高齢者に対 しても施設と同様に24時間365日 必要な時に必要なサービスを提供するた

め、

①24時間365日 対応のコールセンターを設置し、高齢者からの緊急通報を受けた際、ホーム
ヘルバーがその通報内容に応じ、随時サービス (転倒時の介助・急な失禁対応等)を提供、
②さらに、24時間をとおしてホームヘルパーによる短時間巡回サービス (おむつ交換、体位
交換等)の提供、
を行う「24時間地域巡回型訪問サービス」事業を実施する。 (160箇所)

既存の地域密着型施設 (認知症高齢者グループホーム等)に対する老朽化に伴う修繕及び地
震等防災対策上必要な補強改修等、既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修に係る費用
を支援する。

徘徊高齢者の捜索・通報 ,保護や見守 りに関 し、市民が幅広 く参加するネットワークづくり
を進めるとともに、実効性のあるネットワーク構築のための模擬訓練の実施や市民を対象とし
た徘徊見守 りに協力するためのボランティアの育成を行う。
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容 等

目的③ :格差・貧困を少なくする
(機会の平等を実現し、社会
に参加する)

(最低賃金の引上げ支援 )

最低賃金の引上げに向けた中小

企業への支援事業

(62億円)

(福祉 か ら就労への支援 )

自治体とハローワークの協定に

基づく就労・生活支援 (「福祉
から就労」支援事業 )

(38億円)

(貧困・困窮者の自立促進 )

貧困・困窮者の「絆」再生事業
(76億円)

(貧困・困窮者の自立促進 )

生活・居住セーフティネット支

援事業

(60億円)

雇用戦略対話における合意を踏まえ、最低賃金の引上げの円滑な実施を図る。
1 団体を通 じた中小企業への支援
中小企業応援センター (中小企業庁委託事業)及び地域の中小企業団体に、最低賃金の
引上げに向けて生産性の向上等の経営改善に取 り組む中小企業の労働条件管理などの相談
等にワンス トップで対応する相談窓口を設け、業種別中小企業団体が賃金底上げを図るた
めの取組等を行う場合に助成を行う?
2 個別中小企業への支援
最低賃金の引上げに先行 して、賃金を計画的に800円 以上に引き上げる場合の奨励金の支
給 (15万 円～70万円)や、当該計画に併せて省力化設備・器具の導入等を行う場合に経費
の一部について助成 (1‐

′2)を行う。 (平成23年 4月 1日 現在の最低賃金額が680円 以下の県を
対象 )

生活保護等の福祉を担う地方自治体と就労支援を担うハローワークが協定 (支援の対象者、
支援手法、両者の役割分担等)を締結 して、地方自治体とハローワークの担当者により構成
する支援チームが、対象となる生活保護受給者、住宅手当受給者、障害者等それぞれに対 し
て支援プランを策定 し、個別求人開拓や担当者制による職業相談など、積極的な就労支援を
イ予う。

やむなく路上生活を送っている方や地域において孤立 し様々な生活課題を抱えている方な
どに、住まいの確保や食事の提供、心や健康に関する相談を行うなどの総合的な支援を行う
NPO等 の民間団体に対 し、新たに活動助成を行う。 (全国で250程 度の団体)こ れによ
り、 「新 しい公共」の仕組みを活用 し、支援の対象となる方々の地域 ・社会へのつながり
(絆)の再構築を図る。

「貧困 困窮者の「絆」再生事業」に加え、やむなく路上生活を送っている方や地域にお
いて孤立 し様々な生活課題を抱えている方などに対 し、必要な生活費や債務整理費用等を融
資 (生活福祉資金)することにより、生活・居住セーフティネットを強化する。
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(生活保護受給者の社会的自

立への支援 )

生活保護受給者の社会的な居場
所づくりの支援
(セーフティネット支援対策等
事業費補助金 (200億円)の内
数)

(年金      の瑚

年金記録に関する紙台帳とコン
ピュータ記録との突合せ
(876億円)

(年金制度の検討 )

新たな年金制度の創設に向けた

検討
(1.5億円)

(子育て支援 )

子ども手当の充実
(り

`7,375億

円)

「新しい公共」と言われる企業、NPO、 市民等と、行政とが協働し、社会から孤立する生活
保護受給者に対する様々な社会経験の機会の提供や、生活保護世帯の子どもに対する学習支援
を行うなど、生活保護受給者の社会的自立を支援する取組の推進を図る。      ‐

(例) ・農作業やものづくりなどの就労体験を行う事業を民間企業に委託    |
・公園の緑化や清掃活動などの社会参加事業を財団 。社会福祉法人に委託
・生活保護世帯の子どもに対して勉強を教える学習支援事業をNPO法人に委託

被保険者名簿等の紙台帳等とコンピュータ上の年金記録との突合せを進める。その際、受給に

結び付く可能性の高い台帳等から優先的に照合する (全体の2.5割～3割 )。

新たな年金制度の創設に向けた検討のため、国民の各層の方々との対話、意見聴取等を実施す

る。

中学校修了前の子 どもを対象に支給されている子 ども手当について、財源を確保 しつつ、

既に支給 している子ども手当「1万3千円」から上積みする。

上積み分については、地域の実情に応 じて、現物サー ビスにも代えられるようにする。
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事 項 名 業   内 容

目的④ :質の高いサービスを
利用する

(健康な暮らしに参加する)

(医師不足の解消等質の高い  地域医療を担う人材を確保するため、都道府県に「地域医療支援センター (仮称)」 を設置
医療サービスの確保)   し、地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援等

嘉「 具島晶皐医濃冨療晟窪傷薯踊8藉麺  (再掲)を通じて臨床研修指導体制の充実を図る。また、看護自

地域医療の確保事業      や、役割の拡大により、チーム医療を推進し、各職種の業務の効率化・負担軽減等を図るとと
(62億円)          もに、質の高い医療サービスを実現する。

(医師不足の解消)    
必要医師数実態調査の結果を踏まえ、地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援、医師不

茸「[骨「
響
センター(仮
  [[[會:EI[[『]蒙

濃募アFお通響せ撃蒼堰婁|こ言「7晶議隻濃馨海雪曼|:議魏轟桑当 (再掲)

(臨床指導研修医の確保)   地域医療の中核を担う臨床研修病院において、医療の現場を担いつつ若手医師の教育を行う

要変層筈炉
導医の確保事業  寧雪警核ξ雇嚢危菅横13幾豊濃5雰弯長諮蜜群婁層鷹露嚇 号

における休日'夜間の指導
 (再掲)

(医療関係職種の活用推   患者への質の高い医療サービスの提供に資するよう、平成22年度に策定するチーム医療のガ
進、役割拡大)     イドラインに基づく取組み (看護師、薬剤師等医療関係職種の活用の推進や、役割の拡大によるチーム医療の推進)について、その安全性や効果(異

亮実:行振菅iボ諄文11秀発分驚奮上 (再掲)チーム医療の実証事業    化・負担軽減等)を実証するための委託事業を行う (5
(16億円)         限)。

(子宮頸がん予防)      ヮラ撃じ無蟹曇
IF霞

具署ダ化2唇軍百F8;単づ基是肩尋量4よF襲讐尻送り勇蒼3勇層轟2

貢晃壽事事
予防事業
      』曇皇

釜票比¥認露黛:こ馨Z具勇r島重扇|こ継鍾宇:勢霙宮嬢ン事詈足禽F暑品再暴壁晃,2
等に要する費用の一部を新たに助成する (補助先 :市町村、補助率 :定額 (1/3相 当))。

嘲がん検診の推D T青貧〕T索充穣勿蓄鼈彗ビ1基』占Iれ型躍ビツ黙 、鐘期悪
異畠潜貸「

の大腸がん検診事業

 員Ili_島
嬢黎言賃

蕃
するため、市町村が実施する大腸がん検診推進事業に要する費用の―部

功先 :市町村、補助率 :1/2)                            19



事 項 名
(雲

套デ
イルス検査等の各種

 検憑宏晨全贅奥賢覆青遷易象躍[穐子暮名豊婆奎里理墨晃』 型言撃電賃すF雪金奥貨
ノ
[量

|よ リー層強化する。
.検査クーポンモデル事業
‐
村  補助率 :定額

(C型肝炎ウイルスに感染し

看婁λ澄堪夕
る方への受診

 :載質きぇ讐生鼻極馨季暮お基〔告甚農鸞菖2基詈諮昌量臭董農畠た等しF高薯品費だI署撃
フィプリノゲン製剤納入先の医  

問調査を実施する。 (平成23年度 :159か所 )

療機関への訪間による調査事業

(20百万円)

(不妊治療の医療費助成の充

実 )             不妊治療のうち経済的負担が重い体外受精等について、マニフェス トに則 して助成を拡充す

る。従来1年度あたり2回、通算5年までのところを、1年度あたり3回、通算5年、通算 10回 を超

不妊に悩む方への特定治療の支  えないものとするとともに、所得制限を緩和するc
援事業

(119億 円)

容

０う

一́



事 項 名
(新たな医療技術の研究開発、

ドラッグ・ラグ等の解消や

国民の安心・安全の確保)

健康長寿のためのライフ・イノ
ベーションプロジェクト
(233億円)

(難病、がん、肝炎等の

疾患の克服 )

難病・がん等の疾患分野の

医療の実用化のための研究
事業
(95億円)(う ち26億円は、日
本発のがんワクチン療法による革

新的がん治療開発戦略事業を重複

計上 )

(がん治療研究の推進 )

日本発のがんワクチン療法
による革新的がん治療の開

発事業
(301ま F弓 )

(新薬・医療機器の創

出 )

世界に先駆けた革新的新

薬・医療機器創出のための

臨床試験拠点の整備事業

(51億円)

容

新たな医療技術の研究開発・実用化促進、 ドラッグ・ラグ、デバイス・ラグの解消や国民の
安心・安全を確保するため、関係省庁と連携 し、ライフ・イノベーション (注)による健康長
寿社会を実現する事業を一体的・戦略的に実施する。

(注)ラ イフ・イノベー

健康分野において 
ヨンとは、研究開発     

関係省庁 :文部科学省、経済産業省

C革新・課題解決を目稽
推進、サービスの基盤強化など、医療・介護・

|す取組

革新的な医療の実現に資するため、難病やがん、肝炎、精神疾患など、社会的影響が大きい

疾病の原因解明や診断法・治療法・予防法の開発、再生医療技術の臨床実現化のための研究等
を推進する。

がん患者が仕事とがん治療を両立できるような日常生活の質の向上のため、日本発のがんワ

クチン療法の実用化に向けた大規模臨床開発研究を強力に推進する。

日本発の革新的な医薬品・医療機器を創出するため、世界に先駆けてヒトに初めて新規薬
物・機器を投与・使用する臨床試験等の実施拠点となる医療機関の人材確保、診断機器等の整
備、運営に必要な経費について財政支援を行う (5か所整備予定)。

21



事 項 名
(先端医療技術等の創

出)

先端医療技術等の開発・研
究の推進事業 (国立高度専
門医療研究センター)
(70億円 )(う ち4億円は、日
本発のがんワクチン療法による革

新的がん治療開発戦略事業を重複
計上)

(新薬・医療機器の創

出)

日本発シーズの実用化に向
けた医薬品・医療機器に関
する薬事戦略の相談事業
(5億円)

(医薬品等の更なる安全

性向上を目指 した医療

情報収集 )

医療情報データベース基盤
の整備事業
(11億円)

(福祉用具・介護ロボッ
トの実用化 )

福祉用具・介護ロボット実
用化の支援事業
(2億円)

容

独立行政法人国立高度専門医療研究センターの豊富な症例数、専門性などの特性を活かし、日

本発の革新的な医薬品、医療技術の開発に資するため、研究の基礎となるバイオリソース

(注)を蓄積 し、医薬品、医療機器等の開発を行うとともに、研究成果の迅速な実用化を図る
ための知的財産管理の体制整備を行う。

(注)バイオリソースとは、研究開発のための材料として用いられる血液、組織、細胞、 DN
Aと いった生体試料、さらにはそれらから生み出された情報等のこと。

日本発シーズ (医薬品 。医療機器の候補となる物質等)の実用化のため、産学官一体となった取組
を進め、大学・ベンチャー等における医薬品・医療機器候補選定の最終段階から治験に至るまでに必
要な試験 。治験計画策定等に関する薬事戦略相談を実施する。

医薬品等の安全対策を推進するため、全国の大学病院等5か所において、電子カルテ等の
データを活用 した医療情報データベースを構築 し、1,000万 人規模のデータ収集を行う。

福祉用具や介護ロボット等の実用化を支援するため、試作段階にある当該機器等に対する臨
床的評価及び介護保険施設等におけるモニター調査 (20件の機器を目処)の機会を提供する。

(硫黄島特別対策)

平和を祈念するための硫黄島の

特別対策
(16億円)      ・

戦後65年が経過 し、国内最多数の御遺骨が眠る硫黄島において、政府一体となった御遺骨の帰
還や戦没者の慰霊を推進 し、後世代に平和へのメッセージを伝えるため、徹底 した米国資料の

収集・分析を行い、遺族・若者等ボランティアの積極的な活用による面的調査・収集を強化す
 ̈るとともに、遺族等の渡島機会の増加など慰霊事業を充実させる。́  `




